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はじめに 

  

本市では、平成 19 年３月に「鹿屋市障害者基本計画（第１期）」

が策定され、障害のある方々に関する各種施策に取り組んできたと

ころですが、計画期間終了に伴い、今回新たに平成 27 年度から平成

35 年度までの９年間を計画期間とする「鹿屋市障害者基本計画（第

２期）」を策定いたしました。 

国においては、平成 18 年に「障害者自立支援法」が施行されて以

降、障害福祉の分野では様々な施策の検討が行われてきました。

「障害者雇用促進法」「障害者自立支援法」「児童福祉法」「障害者

基本法」が改正されたほか、「障害者虐待防止法」「障害者優先調達

推進法」「障害者総合支援法」「障害者差別解消法」が制定され、障

害者総合支援法の対象に発達障害や難病患者が加わる等、ここ 10 年

程で障害福祉施策は、大きく変わってきています。 

本市におきましても、経済の停滞、障害のある人の増加、障害福

祉サービス事業所の増加等、障害のある方々を取り巻く状況が大き

く変化してきています。 

これらの現状を踏まえ、本計画では、「すべての市民が相互に人

格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」を基本理念とし、

障害のある人が地域でいきいきと生活できる社会づくりを目指しま

す。基本理念の実現に向け、市民の皆様や関係機関等と連携し、計

画を推進してまいります。 

また、大隅地域の中核である本市が、市民の皆様が主役の明るい

社会づくりを目指すことで、大隅地域が笑顔の溢れる社会となるこ

とを期待しております。 

結びに、本計画の策定にご協力いただきました基本計画策定委員

をはじめ、貴重な御意見をいただきました市民の皆様に心から厚く

お礼申し上げます。 

 

平成 27 年 3 月 

鹿屋市長 中 西  茂 
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第１部 総 論   第１章 基本的な考え方 

第１章 基本的な考え方 

１ 計画策定の経緯 

市町村は、障害者施策に関する基本的な計画の策定が義務付けられています。本

市では平成 19 年３月に策定した「鹿屋市障害者基本計画（第１期）」の計画期間が

終了することから、計画内容を見直し、新たな計画として「鹿屋市障害者基本計画

（第２期）」を策定しました。 

 

２ 障害者施策に関する国内の動き 

① 「支援費制度」の導入（平成15年４月開始） 

行政がサービスの受け手を特定し、サービス内容を決定する「措置制度」に

替わって、「支援費制度」が導入されました。支援費制度とは、障害のある人

の自己決定を尊重し、事業者との対等な関係に基づいて、障害のある人自らが

サービスを選択し、契約によりサービスを利用する仕組みです。 

 

② 「障害者基本法」の改正（平成16年５月成立、平成16年６月施行） 

「障害者基本法」（平成５年に「心身障害者対策基本法」から名称変更）が

改正されました。 

 ◆ 基本的理念に障害を理由とする差別などの権利侵害行為の禁止を明記 

 ◆ 障害者週間の設置 

 ◆ 都道府県及び市町村による障害者（基本）計画の策定義務   など 

 

③ 「発達障害者支援法」（平成16年12月成立、平成17年４月施行） 

「発達障害者支援法」が施行されました。 

 ◆ 従来の身体障害・知的障害・精神障害という３障害の枠組みでは支援

が難しかった発達障害の定義を明確化 

◆ 児童の発達障害の早期発見、発達障害者の支援 

◆ 発達障害者支援センターの設置   など 

 

④ 「障害者雇用促進法」の改正（平成17年６月成立、平成17年10月・平成18年

４月施行） 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」（昭和62年に「身体障害者雇用促進

法」から名称変更）が改正されました。 

   ◆ 精神障害者に対する障害者雇用率制度の適用 

   ◆ 在宅就業障害者に対する障害者雇用納付金制度   など 
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第１部 総 論   第１章 基本的な考え方 

⑤ 「障害者自立支援法」（平成17年10月成立、平成18年４月施行） 

「障害者自立支援法」が施行されました。 

◆ 障害の種別（身体障害、知的障害、精神障害）の施策を一元化 

◆ サービス体系の再編 

◆ サービス利用と所得に応じた利用者負担 

◆ 国及び地方自治体の費用負担の責任を強化 

◆ 都道府県及び市町村による障害福祉計画の策定   など 

 

⑥ 「バリアフリー法」（平成18年６月成立、平成18年12月施行） 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称：バリアフ

リー法）」が施行されました。 

◆ 新設・改良時のバリアフリー化基準への適合義務 

◆ 地域における重点的・一体的なバリアフリー化の推進 

◆ バリアフリー化の促進に関する国民の理解・協力の促進   など 

 

⑦ 「教育基本法」の改正（平成18年12月成立、平成18年12月施行） 

「教育基本法」が全面的に改正されました。 

◆ 国及び地方公共団体による障害の状態に応じた教育上必要な支援義務 

 

⑧ 「学校教育法」の改正（平成18年６月成立、平成19年４月施行） 

学校教育法が改正されました。 

 ◆ 盲学校、聾学校、養護学校を特別支援学校に一本化 

 ◆ 小中学校における障害のある児童生徒に対する適切な教育   など 

 

⑨ 「障害者自立支援法」の緊急措置（平成20年度実施） 

「障害者自立支援法」の抜本的な見直しに向けて、特に必要な事項を緊急措

置として実施されました。 

◆ 利用者負担の見直し（低所得世帯の負担軽減、所得区分の見直しなど） 

◆ 事業者の経営基盤の強化 

◆ グループホームなどの整備促進   など 

 

⑩ 「障害者雇用促進法」の改正（平成20年12月成立、平成21年４月から順次施行） 

障害者雇用促進法が改正されました。 

 ◆ 障害者雇用納付金制度の適用対象の範囲拡大 

 ◆ 短時間労働に対応した雇用率制度の見直し   など 

 

⑪ 「障害者自立支援法」及び「児童福祉法」の改正（平成22年12月成立、平成

22年12月から順次施行） 

「障害者自立支援法」及び「児童福祉法」が改正されました。 

◆ 障害保健福祉施策を見直すまでの法改正であることの趣旨 

◆ 障害者の範囲に発達障害を追加 

◆ グループホーム・ケアホーム利用の助成を創設 

◆ 重度の視覚障害者の移動を支援する同行援護を創設 

◆ 応益負担から応能負担を原則とする利用者負担の見直し 

◆ 相談支援の充実、障害児支援の強化   など 
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⑫ 「障害者基本法」の改正（平成23年７月成立、平成23年８月施行） 

「障害者基本法」が改正されました。 

◆ 発達障害、その他の心身機能の障害のある人も障害者として定義 

◆ 社会的障壁に対する合理的配慮の義務   など 

 

⑬ 「障害者虐待防止法」（平成23年６月成立、平成24年10月施行） 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（通称：

障害者虐待防止法）」が施行されました。 

 ◆ 障害者に対する虐待の禁止 

◆ 虐待防止などに対する国及び地方公共団体、国民、保健・医療・福祉

などの関係者の責務 

 ◆ 虐待が疑われる障害者を発見した者の通報義務   など 

   

  ⑭ 「障害者優先調達推進法」（平成24年６月成立、平成25年４月施行） 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律

（通称：障害者優先調達推進法）」が施行されました。 

◆ 国が優先的に障害者施設から物品調達する努力義務 

◆ 地方公共団体が障害者施設の受注機会の増大を図る努力義務  など 

 

⑮ 「障害者総合支援法」（平成24年６月成立、平成25年４月・平成26年４月施行） 

平成25年４月から「障害者自立支援法」に替わり「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（通称：障害者総合支援法）」が施行さ

れました。 

法律の基本理念として「共生社会を実現するため、社会参加の機会の確保及

び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう総合的かつ計画的に

行われること」が掲げられました。 

◆ 障害者の範囲に難病を追加 

 ◆ 必要な支援の度合を総合的に示す障害支援区分の創設 

 ◆ 共同生活介護の共同生活援助への一元化 

 ◆ 地域生活支援事業の追加   など 

 

⑯ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成25年６月成立、

一部を除き平成28年４月施行） 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」

が成立しました。 

 ◆ 障害を理由とする差別などの権利侵害行為の禁止 

 ◆ 国、地方公共団体、事業者に対する合理的配慮の不提供の禁止 など 

 

⑰ 「障害者の権利に関する条約」（平成19年９月署名、平成26年１月締結） 

日本政府は、140を超える国・地域と「障害者の権利に関する条約」を締結し

ています。この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の

完全かつ平等な享有を促進・保護・確保すること、固有の尊厳の尊重を促進す

ることが目的です。 
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第１部 総 論   第１章 基本的な考え方 

３ 計画の基本理念 

本計画は、障害者基本法の目的に沿って、すべての市民が、障害の有無によって

分け隔てられることなく、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として

尊重されるという概念にのっとり、障害のある人が自らの決定に基づいて社会のあ

らゆる活動に参加し、自らの能力を最大限発揮し自己実現できるよう支援するとと

もに、障害のある人の社会的な障壁を除去するため、取り組むべき障害者施策の基

本的な方向を定めます。 

平成25年４月に施行された「障害者総合支援法」に新たに盛り込まれた「共生す

る社会の実現」を踏まえ、鹿屋市障害者基本計画（第２期）においては、第１期計

画の理念を継承し、 
 

すべての市民が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現 

 

を基本理念とし、すべての人々が社会の一員として、互いに尊重し合いながら、地

域社会においていきいきと生活できる社会づくりを目指します。 

 

（１）地域社会における共生等（障害者基本法第３条） 
 

すべての障害のある人が、障害のない人と平等に、基本的人権を享有する個人

として、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利があることを前提とします。 

 

◆ すべての障害のある人は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その

他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。 

 

◆ すべての障害のある人は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選

択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられな

いこと。 

 

◆ すべての障害のある人は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思

疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又

は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること。 

 

（２）差別の禁止（障害者基本法第４条） 
 

◆ 障害のある人の活動を制限し、社会への参加を制約する行為、障害を理由と

する差別その他の権利利益を侵害する行為が禁止されなければならないこと。 

 

◆ 障害のある人が日常生活又は社会生活を営む上での制約となっている社会的

障壁については、その除去を必要としている障害のある人が現に存在し、かつ、

その実施に伴う負担が過重でない場合は、それを怠ることによって障害を理由

とする差別その他の権利利益の侵害が生じないよう、その除去の実施について

必要かつ合理的な配慮がされなければならないこと。 
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 ４ 計画の重点的視点 

（１）市民の理解促進 

国が平成 24 年７月に実施した「障害者に関する世論調査」では、障害を理由と

する差別や偏見があると回答が約９割を占めました。また、本市が平成26年10月

に実施した障害者手帳所持者へのアンケート調査では、「障害者へ配慮がないと

思うこと」の中で、「障害があることを周囲に理解してもらえない」が最も多い

割合でした。 

障害者基本法に掲げる共生社会を実現するためには、障害及び障害のある人に

対する市民の理解を促進し、あわせて、障害のある人への配慮などについて市民

の協力を得ることが必要です。 

 

（２）障害者差別の禁止 

平成 28 年４月に「障害者差別禁止法」が施行されるのに先立ち、鹿児島県が

「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」を平成 26 年 10 月に施

行しました。 

障害を理由とする差別をなくし、障害に対する理解を深めることで、障害のあ

る人が障害のない人と同じように日常生活を過ごし、社会活動や経済活動、文化

活動に参加できる社会づくりを進めます。 

 

（３）障害福祉サービス提供体制の充実 

障害福祉サービスの利用者は、障害のある人の増加や利用希望者の増加に伴っ

て、年々増えており、今後も利用者の増加が見込まれます。 

障害福祉サービスについては、障害のある人の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するため、一人一人が必要な支援を受けられる提供体制を目指します。 

また、障害のある児童については、早期発見や早期支援とともに、身近な地域

で安心して療育が受けられる支援体制の充実を図ります。 

 

（４）地域移行の支援 

福祉施設の入所者や精神障害の入院患者について、地域移行が十分に進んでお

らず、長期間の入所・入院が課題となっています。 

障害のある人が自立し、住み慣れた地域でお互いに支えあいながら自分らしく

生き生きと暮らすためには、国、県、関係機関だけではなく、障害のある人、家

族、ボランティア、地域住民などの市民の協力が必要です。障害の状況に応じた

多様な生活の場を確保するため、多様なサービスの質・量の確保を通して、地域

ぐるみの福祉活動を推進していきます。 

また、一人一人が必要とするサービスを自ら適切に選択し、地域で生活できる

ように、情報の提供、利用の援助、苦情対応に関する体制を強化しつつ、関係分

野の総合的な連携のもとに総合的な相談・支援の仕組みを充実します。 
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第１部 総 論   第１章 基本的な考え方 

（５）社会参加の促進とまちづくりの推進 

  障害のある人が社会の一員として、幅広く活動するためには、道路や建物の段

差、周囲の人々の無理解、差別や偏見など、さまざまな社会的障壁を取り除くこ

とが必要です。また、過度な負担となる場合を除いて、障害のある人の障壁を取

り除くことについて必要な配慮（合理的配慮）が求められます。 

  障害のある人一人一人が自立して、多くの人とふれあい、市民とともに誰にと

っても安心して暮らせる地域社会を目指します。さらに、市民との協働を通じて、

生涯学習やスポーツなど、自発的に関心のある活動へ参加できる機会を提供し、

自分らしく生き生きと心豊かに過ごす機会を確保していきます。 

 

（６）雇用・就業の支援 

障害者法定雇用率が平成 25 年４月に 2.0％（従業員 50 人以上の民間企業の場

合）へ引き上げられるなど、障害のある人の雇用を一層推進することが必要です。 

社会参加、入所施設などからの地域移行を促進するうえで、一般就労は重要で

あり、国、県、関係機関と連携し、地域の特性を活かした就労支援体制を目指し

ます。また、就職が困難な障害のある人については、生産活動の機会、就労に必

要な知識・能力の向上に必要な訓練などを提供し、支援していきます。 
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第１部 総 論   第１章 基本的な考え方 

５ 計画の期間 

 本計画については、長期的な視点をもって方針を示すため、平成 27 年度から平成 35 年度

までの９年間を計画期間とします。 

 

年度（平成） 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 
                        

国 

基本計画 障害者基本計画(第２次) 
障害者基本計画

(第３次) 
      

実施計画 
重点施策実施 

５か年計画 

重点施策実施 

５か年計画 
           

障害者計画 

基本指針 
   都道府県・市町村障害者計画の基本指針 

                        

県 

基本的 

な計画 
障害者計画 障害者計画       

実施計画    
障害者計画 

(第1期) 

障害者計画 

(第2期) 

障害者計画 

(第3期) 

障害者計画 

(第4期) 
      

                        

市 

基本的 

な計画 
    障害者基本計画(第1期) 

障害者基本計画 

(第2期) 

実施計画    

障害福祉

計画 

(第1期) 

障害福祉

計画 

(第2期) 

障害福祉

計画 

(第3期) 

障害福祉

計画 

(第4期) 

      

 

 

６ 計画策定に向けた取り組み 

本計画の策定にあたっては、市民の意見などを反映させるために、次の取り組み

を行いました。 

 

（１）実態調査の実施 

  ① アンケート調査 

市内の障害者手帳所持者を対象に、アンケート調査を実施しました。 

  ② ヒアリング調査 

    市内の障害者団体を対象に、ヒアリング調査を実施しました。 

 

（２）計画の検討 

鹿屋市障害者基本計画策定委員会において、計画に関連する事項や計画の内容な

どについて検討を進めました。 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

第２章 障害のある人の現状 

１ 障害のある人の状況 

（１）障害者手帳所持者数（程度別） 

 

① 身体障害者手帳所持者数 

  鹿屋市における身体障害者手帳の所持者について、等級別では１級、部位別

では肢体不自由が最も多く占めており、所持者数は増加傾向にあります。 

 

＜身体障害者手帳所持者数（等級別） （人）＞ 

区 分 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

１級 1,948 1,941 1,996 

２級 1,022 1,040 1,083 

３級 970 997 1,058 

４級 990 1,082 1,207 

５級 347 360 372 

６級 360 371 375 

合 計 5,637 5,791 6,091 

各年４月１日現在 

 

＜身体障害者手帳所持者数（部位別） （人）＞ 

区 分 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

視 覚 430 428 435 

聴 覚 460 465 493 

音声・言語 64 66 70 

肢体不自由 3,224 3,283 3,393 

内部障害 1,459 1,549 1,700 

合 計 5,637 5,791 6,091 

各年４月１日現在 
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② 療育手帳所持者数 

  鹿屋市における療育手帳の所持者について、等級ではＢ１が最も多く占めて

おり、所持者数は増加傾向にあります。 

 

＜療育手帳所持者数（人）＞ 

区 分 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

Ａ 3 2 3 

Ａ１ 231 231 236 

Ａ２ 201 207 212 

Ｂ 2 3 3 

Ｂ１ 299 319 338 

Ｂ２ 176 198 219 

合 計 912 960 1,011 

各年４月１日現在 

 

③ 精神障害者保健福祉手帳所持者数 

  鹿屋市における精神障害者保健福祉手帳の所持者について、等級では２級が

最も多く占めており、所持者数は増加傾向にあります。 

 

＜精神障害者保健福祉手帳所持者数（人）＞ 

区 分 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

１級 12 14 16 

２級 439 496 495 

３級 118 147 162 

合 計 569 657 673 

各年４月１日現在 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

 

（２）障害者手帳所持者数（年齢別） 

鹿屋市における障害者手帳所持者数は、年齢別にみると、65 歳以上の身体障害

者手帳所持者数が全体の半数以上を占めます。 

 

＜障害者手帳所持者数（年齢別）（人）＞ 

年齢階層 

平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

身
体
障
害
者
手
帳 

療
育
手
帳 

精
神
障
害
者 

保
健
福
祉
手
帳 

合

計 

身
体
障
害
者
手
帳 

療
育
手
帳 

精
神
障
害
者 

保
健
福
祉
手
帳 

合

計 
身
体
障
害
者
手
帳 

療
育
手
帳 

精
神
障
害
者 

保
健
福
祉
手
帳 

合

計 

０～17 歳 97 186 8 291 96 203 10 309 102 216 10 328 

18～19 歳 11 38 3 52 15 45 3 63 12 43 2 57 

20～64 歳 1,598 592 492 2,682 1,568 610 558 2,736 1,612 641 566 2,819 

65～69 歳 447 22 21 490 503 27 38 568 538 34 44 616 

70 歳～ 3,484 74 45 3,603 3,609 75 48 3,732 3,827 77 51 3,955 

合 計 5,637 912 569 7,118 5,791 960 657 7,408 6,091 1,011 673 7,775 

鹿屋市（各年４月１日現在） 

 

 

（３）障害のある人の世帯状況、居住状況 

 

  ① 在宅者の状況 

     鹿屋市における障害のある人の世帯状況をみると、平成 26 年４月１日現在におい

て単身で居住しているのは 2,740 人、家族などと同居している人が 5,038 人となって

います。 

 

＜障害のある人の世帯状況（人）＞ 

区 分 1 人世帯 同居世帯 合 計 

鹿屋市 2,740 5,035 7,775 

平成 26 年４月１日現在 
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 ② 施設入所・通所の状況 

      

＜障害者施設への入所状況（人）＞ 

サービス 施設の名称 所在地 利用者数 

療養介護 独立行政法人国立病院機構 南九州病院 姶良市 5 

療養介護事業所 やまびこ医療福祉センター 鹿児島市 8 

社会福祉法人たちばな会 オレンジ学園 霧島市 11 

施設入所支援 北星園 出水市 1 

障害者支援施設 竹山苑 指宿市 1 

農協共済 別府リハビリテーションセンターにじ 大分県 1 

障害者支援施設 あいのさと 大崎町 3 

障害者支援施設 恵誠園 大崎町 12 

愛光園 鹿児島市 1 

吉田愛青園 鹿児島市 1 

ゆうかり学園 鹿児島市 1 

障害者支援施設 和光学園 鹿屋市 9 

障害者支援施設 フレンドリーホームいいぐま 鹿屋市 26 

障害者支援施設 ゆらり 鹿屋市 20 

障害者支援施設 陵北荘 鹿屋市 23 

障害者支援施設 桜町学園 鹿屋市 14 

障害児入所施設 和光学園 鹿屋市 3 

障害者支援施設 新樹学園 肝付町 14 

福山学園 霧島市 2 

指定障害者支援施設 つかわき 霧島市 2 

セルプおおすみ 錦江町 3 

障害者支援施設 すずしろの里 錦江町 17 

障害者支援施設 薩来園 薩摩川内市 2 

障害者支援施設 亀山苑 薩摩川内市 1 

高之峯園 曽於市 1 

障がい者支援施設 すみよしの里 曽於市 4 

末吉学園成人部 曽於市 1 

城山学園 垂水市 9 

鹿児島太陽の里 日置市 1 

太陽の里療護園 日置市 1 

ゆすの里 日置市 1 

障害者支援施設 光祐の里 東串良町 20 

おおすみの園 南大隅町 12 

障害者支援施設 慈生園 南九州市 4 

障害者支援施設 光の里 南さつま市 4 

障害者支援施設 かせだフレンドホーム 南さつま市 1 

障害者支援施設 あすか園 宮崎県 1 

障害者支援施設 あゆみの里 宮崎県 1 

  平成 26 年 10 月サービス提供分（請求データ参考） 
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＜障害者施設への通所状況（人）＞ 

サービス 事 業 所 名 所在地 利用者数 

生活介護 北星園 出水市 1 

障害者支援施設 竹山苑 指宿市 1 

障害者支援施設 あいのさと 大崎町 7 

障害者支援施設 恵誠園 大崎町 14 

愛光園 鹿児島市 1 

吉田愛青園 鹿児島市 1 

ゆうかり学園 鹿児島市 1 

障害者支援施設 和光学園 鹿屋市 9 

総合サポートセンター ラン 鹿屋市 21 

障害者支援施設 フレンドリーホームいいぐま 鹿屋市 18 

障害者支援施設 ゆらり 鹿屋市 40 

ＮＰＯ隣の会 ピアハウス 鹿屋市 28 

障害者支援施設 陵北荘 鹿屋市 39 

障害者支援施設 桜町学園 鹿屋市 16 

障害児入所施設 和光学園 鹿屋市 3 

障害者支援施設 新樹学園 肝付町 23 

福山学園 霧島市 5 

指定障害者支援施設 つかわき 霧島市 2 

障害者支援施設 すずしろの里 錦江町 17 

障害者支援施設 薩来園 薩摩川内市 1 

障害者支援施設 亀山苑 薩摩川内市 1 

高之峯園 曽於市 1 

障がい者支援施設 すみよしの里 曽於市 5 

末吉学園成人部 曽於市 1 

城山学園 垂水市 9 

鹿児島太陽の里 日置市 1 

太陽の里療護園 日置市 1 

ゆすの里 日置市 1 

障害者支援施設 光祐の里 東串良町 23 

自立支援センターおおすみ 東串良町 14 

おおすみの園 南大隅町 17 

セルプ花の木 南大隅町 2 

障害者支援施設 慈生園 南九州市 4 

障害者支援施設 光の里 南さつま市 4 

障害者支援施設 かせだフレンドホーム 南さつま市 1 

生活介護事業所ぱれっと 宮崎県 1 

障害者支援施設 あすか園 宮崎県 1 

 平成 26 年 10 月サービス提供分（請求データ参考） ※次頁に続く 
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＜事業所への通所状況（人）＞ 

サービス 事 業 所 名 所在地 利用者数 

自立訓練 宿泊型自立訓練施設 ソーバーハウス６号館 鹿児島市 1 
農協共済 別府リハビリテーションセンターにじ 大分県 1 
自立訓練事業所 ソーバーランド 鹿児島市 1 
カイロス 肝付町 3 
生活訓練事業所もっこく 志布志市 1 

就労移行支援 サポートなごみ 鹿児島市 1 
特定非営利活動法人 愛・あいネットデジタルセンター 鹿屋市 7 
パン工房 ぴーたーぱん 鹿屋市 6 
自立支援センター 太陽の丘 鹿屋市 6 
カイロス 肝付町 2 

就労継続支援Ａ型 障害者就労支援施設 ワークランド愛生 大崎町 5 
鹿児島自立支援センターたかくま 鹿屋市 17 
セルプおおすみ 錦江町 1 
就労継続支援施設 ルピナス 東串良町 12 

就労継続支援Ｂ型 障害者支援施設 あいのさと 大崎町 2 
障害者就労支援施設 セルプあいせい 大崎町 9 
障害者支援施設 フレンドリーホームいいぐま 鹿屋市 11 
地域サポートセンター ゆいネット輝北 鹿屋市 8 
トゥモローかのや 鹿屋市 17 
ＮＰＯ隣の会 多機能型ピアハウス 鹿屋市 3 
障害者支援施設 陵北荘 鹿屋市 11 
特定非営利活動法人 愛・あいネットデジタルセンター 鹿屋市 7 
ふれあいスペース「ちぇすと」 鹿屋市 26 
パン工房 ぴーたーぱん 鹿屋市 12 
福祉工房「ゆーとぴあ」 鹿屋市 21 
自立支援センター 太陽の丘 鹿屋市 13 
就労継続支援Ｂ型事業所 Ｌａｎｋａ 鹿屋市 25 
就労継続支援Ｂ型事業所マザーハウスチャレンジ 鹿屋市 11 
サント・ファミーユ 鹿屋市 9 
特定非営利活動法人 一歩会 ｅすぺーす 鹿屋市 19 
リーズン 鹿屋市 15 
エバーステーション 鹿屋市 14 
どりーむ 鹿屋市 8 
企画室ポパイ 鹿屋市 5 
カイロス 肝付町 21 
就労支援事業所 オレンジの里 霧島市 2 
セルプおおすみ 錦江町 10 
新葉学園 薩摩川内市 1 
障害者就労支援施設 セルプしぶし 志布志市 1 
就労継続支援Ｂ型事業所 すみよしの里 曽於市 2 
ａｌｌｅたるみず 垂水市 5 
就労支援事業所 ティンカー・ベル 垂水市 4 
障害者支援施設 みどりの里 日置市 1 
就労継続支援施設 ルピナス 東串良町 3 
セルプ花の木 南大隅町 4 
重度身体障害者就労センター あゆみの里 宮崎県 1 

  平成 26 年 10 月サービス提供分（請求データ参考） 
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（３）障害児の就学状況 

＜地域別児童生徒数（人）＞ 

地 域 部/市町村 小学部 中学部 高等部 合 計 

肝属地区 鹿屋市 47 34 41 122 

垂水市 3 3 7 13 

東串良町 2 0 3 5 

肝付町 5 2 4 11 

錦江町 3 3 4 10 

南大隅町 0 2 2 4 

小  計 60 44 61 165 

曽於地区 志布志市 1 0 3 4 

大崎町 5 2 5 12 

小 計 6 2 8 16 

合 計 66 46 69 181 

  平成 26 年 12 月 18 日現在（資料：鹿児島県立鹿屋養護学校） 

 

＜高等部卒業生の進路状況（人）＞ 

年度/進路先 就職 訓練校 入所施設 

家 庭 

合 計 
通所施設 

その他 
就労系 

就労系 

以外 

平成 18 年度 4  4 12 4 1 25 

平成 19 年度 3 2 3 7 7 3 25 

平成 20 年度 3 1 5 6 3 2 20 

平成 21 年度  2 2 5 5 2 16 

平成 22 年度 3  1 9 13 3 29 

平成 23 年度 5  1 7 9  22 

平成 24 年度 3  1 17 7  28 

平成 25 年度 4  4 6 5  19 

合 計 25 5 21 69 53 11 184 

  （資料：鹿児島県立鹿屋養護学校） 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

（４）障害のある人の雇用・就業の状況 

 

＜障害部位別有効求職者数（人）＞ 

区 分 
平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 

視覚・聴覚 43 21 22 39 22 17 32 16 16 18 9 9 

肢体不自由 152 103 49 155 97 58 147 90 57 89 52 37 

心臓・腎臓 57 46 11 67 54 13 61 45 16 35 25 10 

知的障害者 82 52 30 90 60 30 72 45 27 53 30 23 

精神障害者 87 64 23 115 75 40 125 75 50 112 71 41 

その他 4 3 1 9 4 5 15 9 6 17 11 6 

合  計 425 289 136 475 312 163 452 280 172 324 198 126 

  鹿屋公共職業安定所管内各年度３月末現在（資料：鹿屋公共職業安定所） 

 

＜職業紹介状況（人）＞ 

区   分 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

新規求職申込件数 

身体障害者 114 120 114 145 

知的障害者 34 46 40 60 

精神障害者 65 95 101 132 

その他 3 11 17 18 

合 計 216 272 272 355 

新規登録者数 

身体障害者 60 48 51 54 

知的障害者 18 16 21 18 

精神障害者 34 49 50 56 

その他 3 10 15 8 

合 計 115 123 137 136 

紹介件数 

身体障害者 342 356 359 305 

知的障害者 145 125 107 112 

精神障害者 344 280 365 300 

その他 4 6 26 34 

合 計 835 767 857 751 

就職件数 

身体障害者 58 62 56 64 

知的障害者 35 27 28 31 

精神障害者 44 56 65 69 

その他 1 2 6 10 

合 計 138 147 155 174 

  鹿屋公共職業安定所管内各年度３月末現在（資料：鹿屋公共職業安定所） 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

２ 公的サービスの状況 

（１）保健・医療サービス 

 鹿屋市では、３か月児健康診査、７か月児健康診査、１歳６か月児健康診査、

３歳児健康診査を実施されています。 

 

＜乳幼児健康診査状況＞ 

区    分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

３か月児健康診査 

対象者数（人） 1,187 1,102 1,114 

受診者数（人） 1,156 1,084 1,086 

受診率（％） 97.4 98.4 97.5 

精密検査対象数（人） 50 36 50 

７か月児健康診査 

対象者数（人） 1,181 1,121 1,097 

受診者数（人） 1,114 1,055 1,040 

受診率（％） 94.3 94.1 94.8 

精密検査対象数（人） 20 25 29 

１歳６か月児健康診査 

対象者数（人） 1,160 1,199 1,128 

受診者数（人） 1,058 1,105 1,044 

受診率（％） 91.2 92.2 92.6 

精密検査対象数（人） 25 34 32 

３歳児健康診査 

対象者数（人） 1,137 1,068 1,126 

受診者数（人） 988 922 985 

受診率（％） 86.9 86.7 87.5 

精密検査対象数（人） 66 98 130 

  （資料：健康増進課） 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

３ 人的資源の状況 

（１）ボランティア団体等の状況 

＜社協登録ボランティア団体一覧＞ 

№ 団 体 名 主 な 活 動 内 容 人 数 

1 （財）鹿屋交通安全協会 
歩行者に対する交通事故防止の立硝誘

導・指導 
450 

2 鹿屋市更生保護女性会 社会を明るくする運動参加 71 

3 鹿屋市民生委員連絡協議会 市民の生活状況の調査・友愛訪問など 224 

4 
県民健康プラザ健康増進センターボ

ランティア 

センター利用者への健康づくり支援な

ど 
13 

5 ミニデイサービス花海家 
手芸・工作・家事・調理・野外活動レ

クリエーション参加 
5 

6 鹿児島県看護協会大隅支部公益委員会 健康相談及び救護 11 

7 アジア太平洋農村研修センター 留学生との交流など 45 

8 アンのともだち 大隅学舎での活動 5 

9 日本赤十字社鹿屋市地区 日赤社資募集 150 

10 鹿屋長寿園 書道・生け花・生活介助・運動レクなど 3 

11 鹿屋点訳友の会 
市広報誌などの点訳及び視覚障害者と

の交流 
15 

12 音声訳ボランティアせせらぎ 市広報誌などの音声訳 22 

13 鹿屋手話サークルやまびこ 市聴覚障害者協会との交流学習など 30 

14 要約筆記サークルひとしずく 聴覚障害者への要約筆記及び交流 10 

15 凪車 福祉施設慰問及び交流 14 

16 鹿屋エイサー倶楽部 福祉施設慰問及び交流 12 

17 おはなし文庫 PO 絵夢 絵本の読み聞かせ 13 

18 社団法人鹿屋青年会議所 各種地域活動 53 

19 ＮＰＯ法人 光と風のガーデン  自然環境に関わるボランティア活動 5 

20 鹿屋市レクリエーション協会 各種レクリエーションの指導 30 

21 ＮＴＴフィールドテクノ ボランティア活動全般 10 

22 ちいさなくれよん 絵本読み聞かせ 5 

23 鹿屋市高齢者倶楽部連合会 ボランティア活動全般 5,491 

24 肝属地区高齢者倶楽部連合会             ボランティア活動全般 10,425 

25 そよ風 舞踊、三味線、カラオケ 6 

26 野菊の会（花岡舞踊同好会） 舞踊 10 

27 勇士会 安全パトロール 5 

28 鹿屋おもちゃ病院 おもちゃ修理 12 

29 国立大隅青少年自然の家 野外活動 16 

30 おひさまキッズ あそびの支援 33 

31 池田病院 看護体験 6 

32 老人保健施設ヴィラかのや 介護・清掃・話し相手 7 

33 恒心会おぐら病院 ハンドケア、ふれあい看護 5 

合 計 17,212 

  平成 26 年 12 月 19 日現在（資料：鹿屋市社会福祉協議会） 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

（２）ボランティア協力校の状況 

＜ボランティア協力校＞ 

区  分 鹿屋地区 吾平地区 輝北地区 串良地区 合  計 

小学校 18 3 1 3 25 
中学校 8 1 1 3 13 
高等学校 5     1 6 
合 計 31 4 2 7 44 

  平成 26 年 12 月 19 日現在（資料：鹿屋市社会福祉協議会） 

（３）障害者関連団体 

＜障害者関連団体一覧＞ 

№ 団 体 名 活 動 の 目 的 

1 鹿屋市身体障害者協会 
会員の相互扶助と親睦による連携を高めるとともに、

自立と社会参加を促進させる。 

2 鹿屋市手をつなぐ育成会 
心身障害児（者）である会員の相互扶助と、心身障害児
（者）を子に持つ親同士の親睦による連携を高めること
により、自立と社会参加を促進させ福祉の向上を図る。 

3 
肝属地区精神障害者福祉
促進の会 

回復途上にある在宅の精神障害者の社会復帰の促進。保
健所及び医師との連携を図りながら作業指導、日常生活
訓練、社会生活訓練、学習会などを行う地域活動支援セ
ンターを運営する。 

4 鹿屋市視覚障害者協会 
会員の相互扶助と親睦による連携を高めるとともに、自
立と社会参加を促進させる。 

5 鹿屋市聴覚障害者協会 
会員の相互扶助と親睦による連携を高めるとともに、自
立と社会参加を促進させる。 

6 
鹿屋市手話サークル 
やまびこ 

手話サークル活動を通じて聴覚障害者を支援し、聴覚障
害者の社会参加と自立に寄与する。 

7 鹿屋点訳友の会 
視覚障害者を対象としたボランティア活動及び「社協だ
より」「市広報」などの点訳を行い、視覚障害者や点訳
ボランティアの理解と啓発に努める。 

8 
鹿屋市きこえとことばの
教室親の会 

会員相互の研修と親睦を図り、きこえとことばの問題に
ついて地域社会への理解を深め、教室の教育条件整備を
促進する。 

9 おおすみ療育ネットワーク 
それぞれの立場で療育に携わる者がネットワークを組む
ことにより、療育を必要とされる対象者が、適切な時期
に適切な療育を受けることができる地域をつくる。 

10 
エンジェル’Ｓ２１ 
（ダウン症親の会） 

心身に障がいのある子どもを持つ家族が医師や療育関係者
と連携し、子どもの療育や発育に関する情報交換、クリス
マス会・親子で行うリズム体操などのイベントを行う。 

11 ぷらむ鹿児島 
高次脳機能障害者の社会復帰の促進や社会参加の促進を
図る。 

12 
全国パーキンソン病友の会 
鹿児島県支部鹿屋地区 

原因不明の難病であるパーキンソン病と診断された患者
とその家族が、病気や将来への不安の緩和、一般の方々
に対する認知度の向上を図る。 

   平成 26 年 12 月 19 日現在 

 

（４）福祉有償運送 

＜福祉有償運送＞ 

区 分 福祉車両  

福祉有償運送（自家用車） 4 平成 26 年 12 月 19 日現在 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

４ 生活環境の整備状況 

（１）バリアフリー対応住宅の供給状況 

 

＜公営住宅の整備状況＞ 

建設

年度 
地区 団地名 戸数 

対応策 
高
齢
者
向
け
住
宅 

身
障
者
専
用
住
宅 

備 考 

段
差
の
解
消 

手
す
り
取
付 

レ
バ
―
ハ
ン
ド
ル 

滑
り
に
く
い
仕
上
げ 

浴
槽
埋
込
み 

緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム 

エ
レ
ベ
―
タ
あ
り 

昭60 鹿屋 平和 2 ○ ○       ○  

昭63 

平１ 
鹿屋 コート札元台 16 ○ ○        ※１ 

平２ 鹿屋 ガーデン上野 4 ○ ○        ※１ 

平２ 鹿屋 フィットネス古江 2 ○ ○        ※１ 

平３ 鹿屋 サンヒル川西 4 ○ ○        ※１ 

平３ 

平12 
鹿屋 ビーチ浜田 4 ○ ○        ※１ 

平４ 鹿屋 大姶良 10 ○ ○         

平５ 鹿屋 マリン高須 4 ○ ○ ○ ○ ○     ※１ 

平５ 

平７ 

平９ 

平10 

平11 

輝北 前床 18 ○ ○ ○ ○ ○      

平５ 

平６ 
鹿屋 寿 16 ○ ○ ○ ○ ○     ※１ 

平７ 

平９ 
鹿屋 新川ハイツ 8 ○ ○ ○  ○      

平８ 鹿屋 シーサイド天神 8 ○ ○ ○ ○ ○      

平８ 鹿屋 打馬 8 ○ ○ ○ ○ ○     ※１ 

平８ 鹿屋 西原 32 ○ ○ ○ ○ ○  ○    

平９ 鹿屋 ウィズ下祓川 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ※１、※２ 

平10 鹿屋 西俣 8 ○ ○ ○ ○ ○      

（次ページに続く） 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 
 

建設
年度 

地区 団地名 戸数 

対応策 
高
齢
者
向
け
住
宅 

身
障
者
専
用
住
宅 

備 考 

段
差
の
解
消 

手
す
り
取
付 

レ
バ
―
ハ
ン
ド
ル 

滑
り
に
く
い
仕
上
げ 

浴
槽
埋
込
み 

緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム 

エ
レ
ベ
―
タ
あ
り 

平11 

平12 
鹿屋 郷之原 60 ○ ○ ○ ○ ○  ○    

平12 鹿屋 古江 2 ○ ○ ○ ○ ○     ※１ 

平14 鹿屋 サンセット高須台 8 ○ ○ ○ ○ ○      

平14 鹿屋 南 6 ○ ○         

平14 吾平 
グリーンビレッジ

吾平 
7 ○ ○   ○ ○  ○  ※２ 

平15 

平16 

平17 

鹿屋 泉ヶ丘 90 ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○  

平16 鹿屋 打馬南 16 ○ ○ ○ ○ ○  ○    

平16 鹿屋 永野田 6 ○ ○         

平16 鹿屋 高隈 4 ○ ○         

平17 鹿屋 田淵 14 ○ ○         

平17 鹿屋 高隈新開 6 ○ ○ ○ ○ ○      

平18 鹿屋 高隈中央 4 ○ ○         

平18 鹿屋 西原台 20 ○ ○     ○    

平18 鹿屋 みなみ陣ノ尾 6 ○ ○ ○ ○ ○      

平21 

平24 
鹿屋 桜ヶ丘 85 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※２ 

平23 串良 細山田東 10 ○ ○ ○ ○ ○     ※１ 

平19 

平20 
鹿屋 今坂 12 ○ ○  ○      ※１ 

平21 鹿屋 白崎弥生 13 ○ ○  ○      ※１ 

平21 

平22 

平23 

平24 

吾平 つるみね 10 ○ ○  ○      ※１ 

平26 鹿屋 新生 20 ○ ○  ○     ○ ※１ 

合   計 555 40 40 22 25 23 3 6 3 4  

 平成 26 年 12 月 19 日現在（資料：建築住宅課） 

※１…エレベータの設置がされていないため１階の戸数を計上 

※２…シルバーハウジング（高齢者向け住宅）のため、60 歳以上（本人又は世帯員）のみ入居可 
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第１部 総 論   第２章 障害のある人の現状 

（２）公共施設における障害者用設備の整備状況 
 

＜公共施設における障害者用設備の整備状況＞ 

区分 № 施設名 
広い 
トイレ 

自動ドア 
誘導 

ブロック 
スロープ エレベータ 

官公庁 

1 鹿屋市役所本庁 ◎ ○ ○ ○ ○ 
2 鹿屋市役所分庁舎（上下水道部） ○ ○ ○ ○  
3 吾平総合支所 ○ ○  ○  
4 輝北総合支所 ○ ○  ○  
5 串良総合支所 ○ ○  ○  
6 鹿屋市保健相談センター ◎ ○ ○ ○ ○ 
7 国合同庁舎 ◎ ○ ○ ○ ○ 
8 県大隅地域振興局 ◎ ○ ○ ○  
9 鹿屋警察署  ○ ○ ○  
10 鹿屋年金事務所 ○ ○ ○ ○  

文化観光 
施設 

11 鹿屋市文化会館 ○ ○  ○  
12 鹿屋市図書館 ◎ ○ ○ ○  
13 鹿屋市中央公民館 ○ ○  ○  
14 大姶良地区学習センター ○   ○  
15 高隈地区交流促進センター ○ ○ ○ ○  
16 高須地区学習センター ○ ○  ○  
17 田崎地区学習センター ○ ○  ○  
18 西原地区学習センター ○ ○  ○  
19 花岡地区公民館（花岡出張所） ○ ○  ○  
20 大姶良出張所 ○ ○  ○  
21 東地区学習センター ○ ○ ○ ○  
22 はらいがわふれあいセンター ○ ○  ○  
23 アジア太平洋農村研修センター ◎ ○ ○ ○  
24 鹿屋航空基地史料館 ○ ○  ○ ○ 
25 鹿屋市観光物産総合センター ○ ○  ○  
26 霧島ヶ丘公園 ◎ 屋外  ○  
27 リナシティかのや ◎ ○ ○ ○ ○ 
28 輝北天球館 ○     
29 輝北コミュニティセンター  ○  ○  
30 大隅広域公園 ◎ ○ ○ ○ ○ 
31 吾平山稜 ○ 屋外  ○  

32 コミュニティセンター吾平振興会館 ○ カーテンドア    
33 串良公民館  ○    
34 串良ふれあいセンター ○ △ ○ ○  
35 串良農村環境改善センター ○ ○  ○  
36 オレンジパーク串良 ○ 屋外    
37 串良平和公園 ○ 屋外  ○  
38 下小原池公園 ○ 屋外  ○  
39 大塚山公園 ○ 屋外  ○  

運動施設 

40 鹿屋市体育館 ○ ○  ○  
41 鹿屋市武道館 ○ ○  ○  
42 鹿屋市陸上競技場 ○ 屋外  ○  
43 鹿屋市西原健康運動公園 ○ 屋外  ○  
44 県民健康プラザ健康増進センター ◎ ○ ○ ○ ○ 
45 輝北体育館 ○   ○  
46 串良平和アリーナ ○ ○ ○ ○  
47 串良公園陸上競技場 ○ 屋外  ○  

その他 
48 国立大隅少年自然の家 ○ ○  ○  
49 鹿屋体育大学 ○ ○ ○ ○ ○ 

合     計 46 35 17 45 8 
平成 26 年 12 月 19 日現在（資料：やさしい鹿児島スイスイなびほか） 

※ 広いトイレは、内寸 200cm×200cm 以上が基準で、「◎」はオストメイト対応です。 
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第３章 実態調査結果（抜粋） 

１ 調査概要 

（１）調査目的 

本調査は、障害者基本計画及び障害福祉計画策定にあたって、障害のある人の

心身の状況やその他置かれている環境その他の事情を把握し、今後の福祉施策や

福祉サービスの見込みなど計画策定の基礎資料を得る目的で実施しました。 

 

（２）調査時期 

平成 26年 10 月６日から平成 26年 10 月 24 日までの期間 

 

（３）調査の方法 

① アンケート調査 

アンケート調査は、障害者手帳（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保

健福祉手帳）の所持者を対象としましたが、身体障害者手帳の所持者が全体の

約８割で大多数を占めるため、障害の種別に応じて対象者数を設定した上（下

表参照）で、無作為抽出を行いました。 

区 分 障害者手帳の種類 対象者数 

身体障害 身体障害者手帳 

視覚 200 

920 

聴覚 200 

音声・言語 50 

肢体 270 

内部 200 

知的障害 療育手帳(18 歳以上) 200 

精神障害 精神障害者保健福祉手帳 200 

障害児 療育手帳(18 歳未満) 190 

合    計 1,510 

    対象者数 1,510 人のうち、回収者数は 673 人（回収率 44.6％）で、有効回答

数は 671 人（有効回答率 44.5％）でした。 

 

② ヒアリング調査 

ヒアリング調査は、アンケート調査では把握することが困難な内容について、

障害のある人の現状・課題を把握するために、鹿屋市内にある障害者団体のう

ち５団体（鹿屋市聴覚障害者協会、鹿屋市視覚障害者協会、鹿屋市手をつなぐ

育成会、鹿屋市きこえとことばの教室親の会、肝属地区精神障害者福祉促進の

会）に対して実施しました。  
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２ 調査結果（抜粋） 

（１）アンケート調査結果（概要） 

① 回答者 

調査票の回答者は、「本人」が約４割、「本人の家族」が約３割、「家族以外の

介助者」が約１割です。 

 

② 回答者の内容 

◆ 回答者の年齢は、「65 歳以上」が約５割で、「15～64 歳」が４割弱、「15 歳

未満」が１割弱であり、性別は、「男性」、「女性」ともに約 5割です。 

◆ 回答者の居住地域は、「旧鹿屋市」が約7割、「旧串良町」、「旧吾平町」、「旧

輝北町」がそれぞれ約１割です。 

◆ 回答者の障害の種類は、「身体障害」が約７割、「知的障害」が３割弱、「精

神障害」が約１割です。 

◆ 回答者の同居者は、「配偶者」が約３割、「父母・祖父母・兄弟姉妹」が約

２割、「いない（一人で暮らしている）」、「グループホームや福祉施設等を利

用」、「子ども」がそれぞれ２割弱です。【複数回答】 

 

③ 日常生活について 

◆ 日常生活について、「ひとりでできる」が多いのは、「家の中の移動」、「ト

イレ」、「食事」などで、「ひとりでできる」が少ないのは、「外出」、「お金の

管理」、「電話の使用」などです。 

◆ 身体障害者で日常生活における必要な介助の最多は「外出」で、「一部介助

が必要」、「全部介助が必要」を合わせると約５割の人が介助を必要としてい

ます。 

◆ 知的障害者で日常生活における必要な介助の最多は「お金の管理」で、こ

のほか「薬の管理」、「外出」などの回答があり、「一部介助が必要」、「全部介

助が必要」を合わせると７割以上の人が介助を必要としており、知的障害者

で「ひとりでできる」が半数以上なのは、「家の中の移動」、「食事」のみです。 

◆ 精神障害者で日常生活における必要な介助の最多は「外出」で、このほか

「お金の管理」、「家族以外の人との意思疎通」などの回答があり、「一部介助

が必要」、「全部介助が必要」を合わせると約３割が介助を必要としています。 

◆ 主な介助者は、「父母・祖父母・兄弟姉妹」が４割弱で、「ホームヘルパー

や施設の職員」、「配偶者（夫または妻）」が約３割、「子ども」が２割弱です。

【複数回答】 

◆ 家族の主な介助者の年齢は、「60 歳代」、「70 歳代」、「50 歳代」、「40 歳代」

の順に多く、介助者の高齢化が進んでいます。 

◆ 家族の主な介護者の健康状態は、30 歳代から年代が上がるごとに、「よい」

という回答が少なくなっています。 
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④ 障害の状況について 

◆ 難病（特定疾患）の認定は、「受けている」が１割弱で、発達障害と診断さ

れたことがある人は約１割です。 

◆ 高次脳機能障害と診断されたことがある人は１割弱で、関連障害は、「肢体

不自由（下肢）」、「精神障害」、「音声・言語・そしゃく機能障害」、「肢体不自

由（上肢）」、「肢体不自由（体幹）」、「聴覚障害」、「視覚障害」が多いです。

【複数回答】 

◆ 現在受けている医療ケアは、「受けていない」が半数近くで、受けている人

は「服薬管理」が約３割で最も多いです。【複数回答】 

 

⑤ 住まいや暮らしについて 

◆ 世帯の構成は、「家族と暮らしている」が約６割のほか、「一人で暮らして

いる」が約２割、「福祉施設で暮らしている」が約１割です。 

◆ 福祉施設等で暮らしている人の将来希望する生活の場は、「今のまま生活し

たい」が約６割で、「家族と一緒に生活したい」が約２割です。 

◆ 地域で生活するために必要だと思う支援は、「経済的な負担の軽減」が約半

数で最も多く、そのほかでは「必要な在宅サービスが適切に利用できること」、

「在宅で医療ケアなどが適切に得られること」が約３割、「相談対応等の充

実」、「障がい者に適した住居の確保」が約２割です。【複数回答】 

◆ 日常生活における不安や不満は、「緊急時（病気が悪化、災害など）の対応

のこと」、「おもな介護者がいなくなった場合のこと」が約４割、「生活費のこ

と」が約３割、「福祉サービス利用のこと」が約２割です。【複数回答】 

 

⑥ 外出について 

◆ １週間に外出する頻度は、「１週間に数回」が約４割、「毎日」が約３割、

「めったに外出しない」が約２割です。 

◆ 外出する際の主な同伴者は、「一人」が約３割いるが、「父母・祖父母・兄

弟姉妹」、「配偶者（夫または妻）」、「ホームヘルパーや施設の職員」がそれぞ

れ約２割であり、同伴者を必要とする障害のある人が多いです。 

◆ 外出の目的は、「買い物」、「医療機関への受診」がそれぞれ約６割で、その

ほかでは「通勤・通学・通所」が約３割、「散歩に行く」、「訓練やリハビリに

行く」、「友人・知人に会う」がそれぞれ約２割です。【複数回答】 

◆ 外出の際に困ることは、「公共交通機関が少ない（ない）」が約２割の最多

で、「困ったときにどうすればいいのか心配」、「発作など突然の身体の変化が

心配」、「外出先の建物の設備が不便（通路、トイレ、エレベーターなど）」、

「外出にお金がかかる」もそれぞれ約２割です。【複数回答】 
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⑦ 平日の日中活動について 

◆ 平日の日中の過ごし方は、「自宅で過ごしている」が約３割で、そのほかで

は「入所している施設や病院などで過ごしている」、「会社勤めや自営業、家

業などで収入を得て仕事している」が約１割です。 

◆ 働いている人の勤務形態は、「パート・アルバイトなどの非常勤職員（社

員）、派遣職員（社員）」が約４割で、「正職員（社員）で他の職員（社員）と

の勤務条件に違いはない」、「自営業」がそれぞれ約２割です。 

◆ 現在仕事をしていない人の就労意向は、「仕事をしたいが、できない」が約

５割で、「仕事をしたい」が約２割、「仕事はしたくない」が約２割で、障害

別でみると、精神障害者の場合は約９割が就労意向を持っています。 

◆ 職業訓練の受講意向は、「職業訓練を受けたくない、受ける必要はない」が

約５割で、「職業訓練を受けたい」は約２割です。 

◆ 働くことに対しての不安や不満は、「体力的な負担が大きい」が約４割、

「人間関係にとけこめない」がそれぞれ約３割で、「収入が少ない」、「障害者

用の設備が整っていない」、「仕事や作業内容が難しい」がそれぞれ約２割で

す。【複数回答】 

◆ 就労支援に必要なものは、「職場の上司や同僚に障害の理解」約５割で、そ

のほかでは「通勤手段の確保」、「短時間勤務や勤務日数等の配慮」、「仕事に

ついての職場外での相談対応、支援」、「職場での介助や援助等が受けられる

こと」がそれぞれ約２割です。【複数回答】 

◆ 子どもたちの将来希望する進路は、「就職」が約３割で、「通所施設」、「小

規模作業所」がそれぞれ約２割です。 

◆ 障害児に必要な施設やサービスは、「自立に向けた障害児への専門的な教育

の充実」が約３割、「医療機関の充実」、「障害児通所施設の整備、利用対象者

の拡大」、「一時的に利用できる施設の充実」がそれぞれ約２割です。【複数回

答】 

 

⑧ 障害福祉サービスの利用について 

◆ 障害支援区分の認定は、「受けている」人が２割弱です。 

◆ 介護保険サービスは「利用している」人は約２割です。 

◆ 福祉サービスの利用状況は、「利用している」という回答が多いのは、「生

活介護」、「施設入所支援」、「居宅介護（ホームヘルプ）」などです。 

◆ 今後の利用意向は、「利用したい」という回答が多いのは「居宅介護（ホー

ムヘルプ）」、「生活介護」、「短期入所（ショートステイ）」などです。 
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⑨ 相談相手について 

◆ 普段の悩みや困ったことの相談相手は、「家族や親せき」が約７割で、その

ほかでは「友人・知人」、「かかりつけの医師や看護師」が約２割、「施設の指

導員など」が約１割です。【複数回答】 

◆ 相談する際に必要なことは、「適切なアドバイスができる人材がいること」、

「わかりやすく情報を提供してくれること」がそれぞれ約４割で、「１箇所で

用事が済む相談窓口を設置すること」、「身近な場所に相談窓口が整備される

こと」がそれぞれ約３割です。【複数回答】 

 

⑩ 情報収集について 

障害のことや福祉サービスなどに関する情報の取得先は、「家族や親せき、友

人・知人」、「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」がそれぞれ

約４割で、「行政機関の広報誌」が約３割、「かかりつけの医師や看護師」、「サ

ービス事業所の人や施設職員」がそれぞれ約２割などです。【複数回答】 

 

⑪ 権利擁護について 

◆ 障害があることで差別や嫌な思いをする（した）ことは、「ある」と「少し

ある」を合わせて、約４割の人があると回答しています。 

◆ 差別や嫌な思いをした場所や場面は、「外出先」が約５割と多く、そのほか

では「病院などの医療機関」、「住んでいる地域」、「学校・仕事場」が約２割

です。【複数回答】 

◆ 障害のある人へ配慮がないと思うことは、「障害があることを周囲に理解し

てもらえない」が約３割で、そのほかでは「伝えたいことが伝えられない」、

「文字が読めない・読みにくい・音が聞こえない・聞き取りにくい」、「利用

できるトイレがない、少ない」がそれぞれ約１割です。【複数回答】 

◆ 成年後見制度の認知度は、「名前も内容も知らない」が約５割、「名前は聞

いたことがあるが、内容は知らない」が約２割となっており、認知度は低い

です。 

 

⑫ 災害時の避難等について 

◆ 災害時に一人での避難については「できない」人が約５割、「わからない」

が約２割います。 

◆ 家族不在や一人暮らしの場合、近所に助けてくれる人は「いる」が約３割、

「いない」が約３割、「わからない」が約２割です。 

◆ 火事や地震等の災害時に困ることは、「安全なところまで、迅速に避難する

ことができない」が約４割で、「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不

安」、「投薬や治療が受けられない」が約３割、「救助を求めることができな

い」、「周囲とのコミュニケーションがとれない」、「被害状況、避難場所など

の情報が入手できない」がそれぞれ約２割などです。【複数回答】 
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（２）アンケート調査結果（前回調査との比較） 

前回アンケート調査（平成 18 年度実施）と比較可能な類似の設問について、比

較を行います。 

 

① 日常生活 

 

【身体障害者】 

前回調査では、「一部介助が必要」と「全面介助が必要」をあわせた割合が

高い順に、「外出」、「掃除」、「トイレ」、「入浴」、「金銭管理」、「電話使用」で

した。 

今回調査では、「外出」、「電話使用」、「金銭管理」、「意思伝達」、「入浴」の

順に割合が高く、前回調査と回答割合は大きく変わっていますが、回答傾向は

あまり変わっていません。 
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【知的障害者】 

前回調査では、「一部介助が必要」と「全面介助が必要」をあわせた割合が

高い順に、「金銭管理」、「意思伝達」、「外出」、「掃除」、「入浴」でした。 

今回調査では、「金銭管理」、「外出」、「電話使用」、「意思伝達」、「入浴」の

順に割合が高く、前回調査と回答割合は大きく変わっていますが、回答傾向は

あまり変わっていません。 
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【精神障害者】 

前回調査では、「一部介助が必要」と「全面介助が必要」をあわせた割合が

高い順に、「金銭管理」、「掃除」でした。 

今回調査では、「外出」、「金銭管理」、「意思伝達」、「電話使用」の順に割合

が高く、前回調査に比べて、「外出」、「意思伝達」、「電話使用」の回答割合が

増えています。 
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小規模作業所

授産施設

内職

家事の手伝い

その他

無回答

15.9%

2.3%

36.4%

22.7%

6.8%

11.4%

4.5%

0% 20% 40%

正職員で他の職員との勤務条件等に違いはない

正職員で短時間勤務などの障がい者配慮がある

パート・アルバイトなどの非常勤職員、派遣職員

自営業

農林水産業

その他

無回答

 

② 就労形態 

 

【身体障害者】 

前回調査では、就労形態について、「会社員」、「自営業」、「パート・アルバ

イト」の順に割合が高いでした。 

今回調査では、「非常勤職員、派遣職員」、「自営業」、「正職員」の順に割合

が高いです。 

回答項目が異なることから単純比較はできませんが、前回調査と比べると、

常勤職員の割合が減少し、非常勤職員・派遣職員の割合が増加しています。 

 

（平成 19 年度調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 26 年度調査） 
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19.0%

19.0%

9.5%

14.3%

28.6%

4.8%

4.8%

0% 20% 40% 60%

会社員（正社員など常用雇用者）

パート・アルバイト

自営業

小規模作業所

授産施設

内職

家事の手伝い

33.3%

8.3%

50.0%

8.3%

0% 20% 40% 60%

正職員で他の職員との勤務条件等に違いはない

正職員で短時間勤務などの障がい者配慮がある

パート・アルバイトなどの非常勤職員、派遣職員

その他

 

【知的障害者】 

前回調査では、就労形態について、「授産施設」、「会社員」、「パート・アル

バイト」、「小規模作業所」、「自営業」の順に割合が高いでした。 

今回調査では、「非常勤職員、派遣職員」、「正職員」の順に割合が高いです。 

回答項目が異なることから、単純比較はできませんが、非常勤職員・派遣職

員の割合が増加しています。 

 

（平成 19 年度調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 26 年度調査） 
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8.3%

8.3%

8.3%

33.3%

25.0%

8.3%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80%

会社員（正社員など常用雇用者）

パート・アルバイト

自営業

小規模作業所

授産施設

家事の手伝い

その他

11.1%

77.8%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80%

正職員で他の職員との勤務条件等に違いはない

パート・アルバイトなどの非常勤職員、派遣職員

無回答

 

【精神障害者】 

前回調査では、就労形態について、「小規模作業所」、「授産施設」の順に割

合が高いでした。 

今回調査では、「非常勤職員、派遣職員」が大部分を占めます。 

回答項目が異なることから、単純比較はできませんが、常勤職員の割合が減

少し、非常勤職員・派遣職員の割合が増加しています。 

 

（平成 19 年度調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 26 年度調査） 
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39.4%

31.9%

30.3%

14.8%

8.7%

8.6%

3.8%

2.5%

2.2%

22.1%

29.4%

40.0%

39.0%

18.6%

11.4%

11.4%

7.4%

5.7%

2.3%

19.3%

0% 20% 40% 60%

生活費のこと

緊急時（病気の悪化、

災害など）の対応のこと

主な介助者がいなく

なった場合のこと

福祉サービス利用の

こと

相談相手のこと

住まいのこと

就職・進学のこと

財産管理のこと

その他

特にない

平成19年度

平成26年度

 

③ 日常生活の不安・悩み 

 

【身体障害者】 

前回調査では、日常生活の不満・悩みについて、「生活費のこと」、「緊急時

の対応のこと」、「主な介護者がいなくなった場合の生活のこと」、「福祉サービ

ス利用のこと」の順に割合が高いでした。 

今回調査では、「緊急時の対応のこと」、「主な介護者がいなくなった場合の

生活のこと」、「生活費のこと」、「福祉サービス利用のこと」の順に割合が高い

です。 

回答傾向に大きな差は見られませんが、「緊急時の対応のこと」、「主な介護

者がいなくなった場合の生活のこと」の割合が高まっています。 
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31.3%

34.4%

59.4%

31.3%

17.2%

14.1%

4.7%

7.8%

1.6%

10.9%

31.1%

47.0%

54.1%

30.1%

18.6%

18.0%

36.6%

14.8%

2.7%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80%

生活費のこと

緊急時（病気の悪化、

災害など）の対応のこと

主な介助者がいなく

なった場合のこと

福祉サービス利用の

こと

相談相手のこと

住まいのこと

就職・進学のこと

財産管理のこと

その他

特にない

平成19年度

平成26年度

 

【知的障害者】 

前回調査では、日常生活の不満・悩みについて、「主な介護者がいなくなっ

た場合の生活のこと」、「緊急時の対応のこと」、「生活費のこと」、「福祉サービ

ス利用のこと」、「相談相手のこと」、「住まいのこと」の順に割合が高いでした。 

今回調査では、「主な介護者がいなくなった場合の生活のこと」、「緊急時の

対応のこと」、「就職・進学のこと」、「生活費のこと」、「福祉サービス利用のこ

と」の順に割合が高いです。 

前回調査と比べると、「就職・進学のこと」の割合が非常に高くなっており、

「緊急時の対応のこと」の割合も高まっています。 
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54.8%

45.2%

28.6%

42.9%

21.4%

16.7%

14.3%

2.4%

11.9%

53.9%

39.5%

36.8%

21.1%

30.3%

17.1%

18.4%

14.5%

2.6%

18.4%

0% 20% 40% 60%

生活費のこと

緊急時（病気の悪化、

災害など）の対応のこと

主な介助者がいなく

なった場合のこと

福祉サービス利用の

こと

相談相手のこと

住まいのこと

就職・進学のこと

財産管理のこと

その他

特にない

平成19年度

平成26年度

 

【精神障害者】 

前回調査では、日常生活の不満・悩みについて、「生活費のこと」、「主な介

護者がいなくなった場合の生活のこと」、「相談相手のこと」、「緊急時の対応の

こと」、「福祉サービス利用のこと」の順に割合が高いでした。 

今回調査では、「生活費のこと」、「緊急時の対応のこと」、「主な介護者がい

なくなった場合の生活のこと」、「相談相手のこと」、「就職・進学のこと」、「福

祉サービス利用のこと」の順に割合が高いでした。 

前回調査と比べると、回答傾向に大きな差は見られませんが、「緊急時の対

応のこと」の割合が高まっています。 
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38.0%

36.2%

35.3%

34.2%

27.9%

14.0%

13.5%

13.1%

1.0%

13.2%

28.0%

32.6%

35.2%

27.5%

21.4%

13.8%

12.1%

13.3%

1.9%

13.8%

0% 20% 40%

身近な場所に相談窓口

が整備されること

わかりやすく情報を提供

してくれること

適切なアドバイスが

できる人材がいること

１箇所で用事が済む

相談窓口を設置すること

プライバシーに配慮が

なされること

市や県、民間相談機関

などが相互に連携すること

福祉・教育・就労などの一貫した相談支援体制

を充実すること

電話やファックス、メールなど

によりいつでも相談できること

その他

特にない

平成19年度

平成26年度

 

④ 相談機能の充実 

 

【身体障害者】 

前回調査では、相談機能で充実してほしいこととして、「身近な場所に相談

窓口が整備されること」、「わかりやすく情報を提供してくれること」、「適切な

アドバイスができる人材がいること」、「1 箇所で用事が済む相談窓口を設置す

ること」、「プライバシーに配慮がなされること」の順に割合が高いでした。 

今回調査では、「適切なアドバイスができる人材がいること」、「「わかりやす

く情報を提供してくれること」、「1 箇所で用事が済む相談窓口を設置すること」、

「身近な場所に相談窓口が整備されること」。「プライバシーに配慮がなされる

こと」の順に割合が高いでした。 

前回調査と比べると、「身近な場所に相談窓口が整備されること」の割合が

低くなっているものの、回答傾向に大きな差は見られません。 
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43.8%

35.9%

34.4%

34.4%

28.1%

17.2%

29.7%

6.3%

0.0%

14.1%

31.1%

50.8%

48.6%

35.0%

33.9%

23.0%

32.8%

13.7%

1.9%

9.8%

0% 20% 40% 60%

身近な場所に相談窓口

が整備されること

わかりやすく情報を提供

してくれること

適切なアドバイスが

できる人材がいること

１箇所で用事が済む

相談窓口を設置すること

プライバシーに配慮が

なされること

市や県、民間相談機関

などが相互に連携すること

福祉・教育・就労などの一貫した相談支援体制を

充実すること

電話やファックス、メールなど

によりいつでも相談できること

その他

特にない

平成19年度

平成26年度

 

【知的障害者】 

前回調査では、相談機能で充実してほしいこととして、「身近な場所に相談

窓口が整備されること」、「わかりやすく情報を提供してくれること」、「適切な

アドバイスができる人材がいること」、「1 箇所で用事が済む相談窓口を設置す

ること」、「福祉・教育・就労等の一貫した相談支援体制を充実すること」、「プ

ライバシーに配慮がなされること」の順に割合が高いでした。 

今回調査でも、「わかりやすく情報を提供してくれること」、「適切なアドバ

イスができる人材がいること」、「1 箇所で用事が済む相談窓口を設置すること」、

「プライバシーに配慮がなされること」、「福祉・教育・就労等の一貫した相談

支援体制を充実すること」、「身近な場所に相談窓口が整備されること」の順に

割合が高いでした。 

前回調査と比べると、「わかりやすく情報を提供してくれること」、「適切な

アドバイスができる人材がいること」の割合が高くなっているのに対して、

「身近な場所に相談窓口が整備されること」の割合が低くなっています。 
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54.8%

47.6%

47.6%

35.7%

26.2%

26.2%

38.1%

19.0%

7.1%

4.8%

35.5%

35.5%

60.5%

31.6%

43.4%

27.6%

21.1%

21.1%

3.9%

7.9%

0% 20% 40% 60% 80%

身近な場所に相談窓口

が整備されること

わかりやすく情報を提供

してくれること

適切なアドバイスが

できる人材がいること

１箇所で用事が済む

相談窓口を設置すること

プライバシーに配慮が

なされること

市や県、民間相談機関

などが相互に連携すること

福祉・教育・就労などの一貫した相談支援体

制を充実すること

電話やファックス、メールなど

によりいつでも相談できること

その他

特にない

平成19年度

平成26年度

 

【精神障害者】 

前回調査では、相談機能で充実してほしいこととして、「身近な場所に相談

窓口が整備されること」、「わかりやすく情報を提供してくれること」、「適切な

アドバイスができる人材がいること」、「福祉・教育・就労等の一貫した相談支

援体制を充実すること」、「1 箇所で用事が済む相談窓口を設置すること」の順

に割合が高いでした。 

今回調査では、「適切なアドバイスができる人材がいること」、「プライバシ

ーに配慮がなされること」、「身近な場所に相談窓口が整備されること」、「わか

りやすく情報を提供してくれること」、「1 箇所で用事が済む相談窓口を設置す

ること」の順に割合が高いです。 

前回調査と比べると、「適切なアドバイスができる人材がいること」や「プ

ライバシーに配慮がなされること」の割合が高くなっているのに対して、「身

近な場所に相談窓口が整備されること」の割合が低くなっています。 
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（２）ヒアリング調査結果（概要） 

   ヒアリング調査の結果、各障害者団体の共通する課題は、組織加入によるメリ

ットが発揮できないことなどから、加入者が減少し、組織の維持が困難になりつ

つある現状でした。難病患者団体については、難病への理解や組織の認知度が不

十分であり、病院や市からの周知が必要との指摘がありました。 

また、多くの団体が、災害時の対応のあり方を課題として挙げていました。聴

覚障害者団体では、無線放送などでは災害の発生が分からないことから、伝達手

段の確立を望む意見がありました。知的障害者団体や精神障害者団体では、避難

場所で他の人と一緒であると安心できず、心配だという意見がありました。 

行政などが提供するサービスに対しては、精神障害者団体や難病患者団体から、

他の障害と比べて受益できるサービスの範囲が狭いなどの声がありました。 

なお、各団体からの主な要望は、以下のとおりとなっています。 

 

【聴覚障害者】 

   ◆ 来訪者が分かるためのインターホンなどの設置 

   ◆ 行政窓口などで手話通訳が使いやすい体制づくり 

◆ 災害の発生を伝えるための体制づくり 

 

【視覚障害者】 

   ◆ 市街地などで点字ブロックが壊れている場所の整備 

◆ 市街地などでの段差の解消 

 

【知的障害者】 

◆ 就労が継続できるための体制づくり 

◆ 災害発生時の避難場所での居場所の確保 

◆ 介助者が病気などの際に施設通所できるサポート体制づくり 

 

 【知的障害児】 

◆ 利用できる学校の拡充 

◆ 学校や施設通所に送迎できる仕組みづくり 

 

【精神障害者】 

◆ 交通機関運賃の免除・割引の対象拡充 

◆ 就労が継続できるためのサポート体制の強化 

◆ 精神障害者に対する偏見の払拭 

◆ 24 時間対応できる見守り・相談の体制づくり 

◆ 思春期時の心のケアの充実 

◆ カウンセリングによるうつ病などの予防策の強化 

 

【難病患者（パーキンソン病）】 

◆ 難病に対する市民や行政職員の理解促進 

◆ 巡回バスの増便 

◆ 難病に配慮した医療の提供 

◆ 行政窓口の一本化 

◆ 行政サービスの対象者見直し 

◆ 団体に対する行政支援 
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第４章 施策の体系と相互連携 

１ 施策の体系 

基本 
理念 

 重点的視点  分野別施策 施策の方向性 具体的施策 

       

す
べ
て
の
市
民
が
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
合
い
な
が
ら
共
生
す
る
社
会
の
実
現 

 

市民の理解
促進 
 
 
 
 
 
 
障害者差別
の禁止 
 
 
 
 
 
 
障害福祉
サービス
提供体制
の充実 
 
 
 
 
 
 
地域移行の
支援 
 
 
 
 
 
 
社会参加
の促進と
まちづくり
の推進 
 
 
 
 
 
 
雇用・就業
の支援 

 

啓発・広報 

啓発・広報の推進 
啓発手法の検討 
広報活動の充実 
「障害者週間」の啓発 

 
福祉教育の推進 

福祉教育の機会の確保 
職場体験学習等の推進 
出前講座や啓発活動の推進 

 
ボランティア活動の推進 

ボランティアの養成、育成活動の推進 
ボランティア情報の提供 

障害者差別の禁止と虐待
防止 

障害への正しい理解の促進 
養護者に対する支援の充実 

 

生活支援 

生活支援体制の整備 
相談支援体制の充実 
施設入所者等の地域移行促進 

 
障害福祉サービス等の充実 

障害者総合支援法の推進 
障害福祉サービスの充実 
福祉用具の給付等による利便性の向上 

 

地域生活支援事業の充実 

移動支援事業の充実 
地域活動支援センターの充実 
意思疎通支援事業の充実 
その他の任意事業の充実 

 
社会参加の促進 

移動手段提供・経済的支援 
文化・スポーツ活動等の推進 
障害者団体の育成 

 

生活環境 
建築物等の整備 

公共施設におけるバリアフリー化の推進 
住宅環境の整備 
居住環境の整備 

 
交通対策の推進 

道路環境の整備 
交通安全対策の充実 

 

教育・療育 

一貫した相談支援体制の整備 学校卒業までの一貫した相談支援事業の充実 
 

療育・教育環境の整備 
障害児保育等の充実 
発達障害療育事業の推進 
発達障害のある人への支援 

 生涯学習 生涯学習に参加しやすい環境の整備 
 

雇用・就業 

就労への移行支援 
就労移行支援事業の推進 
在宅障害者への就労支援 

 
雇用の促進と定着 

職場環境の改善 
 障害者雇用率制度の活用及び障害者雇用の啓発 

安心して働ける職場体制の促進 
 

福祉的就労の場の整備 
就労継続支援事業の推進 
アンテナショップの運営 

 

保健・医療 

早期療育体制の整備 
早期発見・早期治療 

 医療費の助成 
早期療育 

 成人の障害発生の予防とリハ
ビリテーション 

ぴんぴん元気教室、地域リハビリテーショ
ンセンターとの連携 

 
精神保健・医療施策の推進 

心の健康づくり 
精神障害者に対する保健・医療施策 

 
情報・コミュニ
ケーション 

情報バリアフリー化の推進 障害に配慮した情報バリアフリー化の推進 
 コミュニケーション支援

体制の充実 
障害の特性に配慮した情報提供 
障害に応じたコミュニケーション支援 

 
安全・安心 防災・防犯対策の推進 

防災対策の推進 
犯罪被害の防止と早期発見 
地域での見守り活動 

 行政サービス等
における配慮 

行政機関等における配慮 
行政職員の配慮・障害者理解促進 
選挙等における配慮 
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第１部 総 論   第４章  施策の体系化と相互連携 

２ 庁内における施策の連携イメージ 

 

 

 

 

保健・医療

■健康予防の充実
■健康づくりの促進
■医療サービスの充実 等

土木・建築

■道路や住宅等の改善
■交通体系の整備
■公園等の交流の場の
整備 等

福祉

■在宅介護サービス
■施設福祉サービス
■地域福祉の向上 等

商工・労働

■高齢者・障害者雇用の
促進 等

教育

■生涯学習の推進
■福祉教育の推進
■スポーツの振興 等

安全・保護

■交通事故や災害に備え
障害者の安全の確保 等

市 民

保健・医療

■健康予防の充実
■健康づくりの促進
■医療サービスの充実 等

保健・医療

■健康予防の充実
■健康づくりの促進
■医療サービスの充実 等

土木・建築

■道路や住宅等の改善
■交通体系の整備
■公園等の交流の場の
整備 等

土木・建築

■道路や住宅等の改善
■交通体系の整備
■公園等の交流の場の
整備 等

福祉

■在宅介護サービス
■施設福祉サービス
■地域福祉の向上 等

福祉

■在宅介護サービス
■施設福祉サービス
■地域福祉の向上 等

商工・労働

■高齢者・障害者雇用の
促進 等

商工・労働

■高齢者・障害者雇用の
促進 等

教育

■生涯学習の推進
■福祉教育の推進
■スポーツの振興 等

教育

■生涯学習の推進
■福祉教育の推進
■スポーツの振興 等

安全・保護

■交通事故や災害に備え
障害者の安全の確保 等

安全・保護

■交通事故や災害に備え
障害者の安全の確保 等

市 民
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第１部 総 論   第４章  施策の体系と相互連携 

３ 市と関係機関との連携イメージ 

 

 

・健康関連情報，医療情報，

各種サービス関連情報の提供

・人的支援
・各種サービス関連情報の提供

・産品販売の支援

・雇用関連情報の提供

・就労・就職希望者の斡旋

・訓練施設への人的支援

教育機関等

保育所・幼稚園

小中高等学校

鹿屋養護学校（特別支援学校）

・スポーツ・健康づくり関連

情報の提供

・講座等の情報提供

保健福祉関連施設

大隅地区地域振興局

（保健福祉環境部）

保健・医療機関

社会福祉協議会

福祉事務所

保健福祉関連団体

ボランティア団体

高齢者・障害者団体

地域福祉活動団体

生きがい・スポーツ施設

体育館・運動場

地区学習センター

文化施設

就労・訓練支援機関

鹿屋公共職業安定所

（ハローワーク）

その他の就労支援機関

日中活動・居住支援施設

小規模作業所

地域活動支援センター

施設入所（身体・知的障害者）

共同生活介護（ケアホーム）

共同生活援助（グループホーム）

鹿屋市

・各種サービス関連情報の提供

・療育・教育に関する情報の提供

・各種サービス関連情報の提供

・雇用及び雇用訓練関連情報の提供

・人材育成

・活動場所等の提供

・団体交流の促進

市民

・サービスの提供

・相談対応

・情報提供

障害者就業・生活支援センター

障害者職業センター

障害者職業能力開発校

大隅児童相談所

知的障害者更生相談所

身体障害者更生相談所

（ハートピア）

相談機関

精神障害者保健福祉センター

発達障害者支援センター

肝属地区障害者総合相談支援

センター

・健康関連情報，医療情報，

各種サービス関連情報の提供

・人的支援
・各種サービス関連情報の提供

・産品販売の支援

・雇用関連情報の提供

・就労・就職希望者の斡旋

・訓練施設への人的支援

教育機関等教育機関等

保育所・幼稚園保育所・幼稚園

小中高等学校小中高等学校

鹿屋養護学校（特別支援学校）

・スポーツ・健康づくり関連

情報の提供

・講座等の情報提供

保健福祉関連施設

大隅地区地域振興局

（保健福祉環境部）

保健・医療機関

社会福祉協議会

福祉事務所

・スポーツ・健康づくり関連

情報の提供

・講座等の情報提供

保健福祉関連施設保健福祉関連施設

大隅地区地域振興局

（保健福祉環境部）

大隅地区地域振興局

（保健福祉環境部）

保健・医療機関保健・医療機関

社会福祉協議会社会福祉協議会

福祉事務所福祉事務所

保健福祉関連団体

ボランティア団体

高齢者・障害者団体

地域福祉活動団体

保健福祉関連団体

ボランティア団体

高齢者・障害者団体

地域福祉活動団体

保健福祉関連団体保健福祉関連団体

ボランティア団体

高齢者・障害者団体

地域福祉活動団体

ボランティア団体ボランティア団体

高齢者・障害者団体高齢者・障害者団体

地域福祉活動団体地域福祉活動団体

生きがい・スポーツ施設

体育館・運動場

地区学習センター

文化施設

生きがい・スポーツ施設生きがい・スポーツ施設

体育館・運動場

地区学習センター

文化施設

体育館・運動場体育館・運動場

地区学習センター地区学習センター

文化施設文化施設

就労・訓練支援機関就労・訓練支援機関

鹿屋公共職業安定所

（ハローワーク）

鹿屋公共職業安定所

（ハローワーク）

その他の就労支援機関

日中活動・居住支援施設

小規模作業所小規模作業所

地域活動支援センター地域活動支援センター

施設入所（身体・知的障害者）施設入所（身体・知的障害者）

共同生活介護（ケアホーム）共同生活介護（ケアホーム）

共同生活援助（グループホーム）共同生活援助（グループホーム）

鹿屋市

・各種サービス関連情報の提供

・療育・教育に関する情報の提供

・各種サービス関連情報の提供

・雇用及び雇用訓練関連情報の提供

・人材育成

・活動場所等の提供

・団体交流の促進

市民

・サービスの提供

・相談対応

・情報提供

障害者就業・生活支援センター

障害者職業センター

障害者職業能力開発校

大隅児童相談所

知的障害者更生相談所

身体障害者更生相談所

（ハートピア）

相談機関

精神障害者保健福祉センター

発達障害者支援センター

肝属地区障害者総合相談支援

センター

大隅児童相談所大隅児童相談所

知的障害者更生相談所知的障害者更生相談所

身体障害者更生相談所

（ハートピア）

相談機関相談機関

精神障害者保健福祉センター

発達障害者支援センター

肝属地区障害者総合相談支援

センター

肝属地区障がい者基幹相談 

支援センター 

・認定こども園 

大隅地域振興局 

訪問系サービス事業所 

日中活動系サービス事業所 

居住系サービス事業所 

（障害者支援施設、グループホーム） 

障害児通所支援事業所 

特定相談支援事業所 

障害児相談支援事業所 

地域活動支援センター 

 障害福祉サービス等事業所 
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第２部 各 論   第１章 各施策の基本的方策 

第１章 各種施策の基本的方策 

 基本理念、重点的視点を踏まえ、今後、本市が推進する分野別施策を示します。ま

た、生活環境、雇用・就業などの数値目標やサービス見込量については、鹿屋市障害

福祉計画で定めます。 

 

１  啓発・広報 

 

＜現状と課題＞ 

障害のある人も、障害のない人も、誰もが住みよい平等な社会をつくっていくた

めには、障害について正しい知識を広め、そして障害のある人に対する理解を深め

ていくことが重要です。そのためには、障害のある人とのふれあいや交流を促進す

るとともに、様々な機会における啓発・広報活動の充実が求められます。 

また、障害者週間における啓発活動や学校や社会における福祉・ボランティア教

育を実施するとともに、市民及び障害のある人自身のボランティア活動を推進する

必要があります。 

 
 ノーマライゼーションの理念の浸透を目指して、障害や障害のある人に対する市民

の理解が一層深まるよう、様々な機会をとらえ、啓発・広報の充実を図るとともに、

障害のある人が必要な情報を入手できるよう、情報提供の充実を図ります。 

 

（１）啓発・広報の推進 

 

■ 啓発手法の検討 

  障害特性の理解や、障害のある人の立場に立った適切な対応の仕方など、地域の

人々が障害のある人への正しい理解と認識を深めるため、一般的な広報手段とあわ

せて、障害のある人の情報収集の広がりを考慮した効果的な啓発・広報を推進しま

す。 

   ○市ホームページ  ○市広報紙  ○ＦＭかのや   など 

１ 啓発・広報 

啓発・広報の推進 

福祉教育の推進 

ボランティア活動の推進 

障害差別の禁止と虐待防止 
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第２部 各 論   第１章 各施策の基本的方策 

 

■ 広報活動の充実 

  市広報誌、社協だよりの充実、社会福祉協議会ホームページなど広報活動の充実

を図ります。また、行政、関係機関や福祉団体が行う行事の開催など、障害のある

人が積極的に社会参加できる機会を確保し、啓発用パンフレット・障害者手帳のし

おりの配布、障害のある人と市民が日常的に直接ふれあう機会の創出、成年後見制

度の周知など、障害のある人に対する理解の促進を図ります。 

 

■ 「障害者週間」の啓発 

  12月３日～９日の「障害者週間」の意義を再認識し、障害者団体・地域住民・ボ

ランティア団体などが開催するイベントへの市民の積極的な参加を求めるとともに、

関係団体との連携を強化し、啓発・広報の推進に努めます。 

  あわせて、市広報紙を通じて「障害者週間」の意義の周知・徹底を図り、障害の

ある人に対する正しい理解を深めていきます。 

 

 

（２）福祉教育の推進 

 

■ 福祉教育の機会の確保 

  障害のある人に対する正しい理解を深めるためには、小学校低学年からの福祉教

育が必要です。 

  学校教育において、児童・生徒に対し、各障害別の特性や偏見・差別の問題など

に理解と認識を深めるため、市内の小・中学校と連携し、「総合的な学習の時間」

を活用した障害のある人とのふれあいをテーマにした作文の募集や障害のある本人

を講師とした福祉講話、障害のある人との交流会などを実施し、福祉教育の充実を

図ります。 

  また、社会福祉協議会などと連携し、夏休みなどの期間を利用した車いす体験・

ボランティア講座の開催など興味を高める工夫を行います。 

 

■ 職場体験学習等の推進 

  中学生、高校生、大学生が将来の職業選択を決定する際の取り組みとして、職場

体験学習、短期間就業体験（インターンシップ）が行われています。福祉に関係す

る官公庁、社会福祉法人、ＮＰＯ法人などの職場が積極的に生徒を受け入れること

により、障害のある人に対する理解の促進、将来の福祉マンパワーの確保に努めま

す。 

 

■ 出前講座や啓発活動の推進 

  出前講座への職員の派遣を通じた啓発の促進及び自主グループなどへの啓発用教

材の貸出を行い、障害のある人の特性などに対する理解と認識を深める啓発活動に

努めます。 
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第２部 各 論   第１章 各施策の基本的方策 

 

（３）ボランティア活動の推進 

 

■ ボランティアの養成、育成活動の推進 

  本市におけるボランティアの活動は、主として社会福祉協議会が主体となってボ

ラントピア事業を通じて「小学生のボランティア体験講座」「ボランティアの出前

講座」などを行っています。今後は、社協の鹿屋市ボランティアセンター（ボラン

ティア市民活動センター）、地域のボランティア団体、鹿屋っ子クラブ（市教育委

員会）などと連携し、小学校低学年時からのボランティア教育、ボランティア風土

の醸成など自然と身につける工夫が必要です。また、ある程度の経験を重ねた後は、

偏りなくあらゆる分野を実施できるようステップアップに取り組みます。 

  また、障害のある人自身がボランティア活動を希望する際には、社協や肝属地区

障がい者基幹相談支援センターなどと連携し、参加しやすい環境づくりに努めます。 

  

■ ボランティア情報の提供 

  社会福祉協議会と連携し、市広報誌や市ホームページなどを活用し、養成講座の

開催などの情報を提供するとともに、ボランティアについての需要と供給のコーデ

ィネートの役割を果たします。 

 

 

（４）障害者差別の禁止と虐待防止 

 

■ 障害への正しい理解の促進 

  「障害者差別解消法」の制定など、障害のある人の人権について法整備が進んで

いるものの、特に見た目には分かりにくい知的障害、発達障害、高次脳機能障害、

難病などは、周囲とのコミュニケーションがうまくいかないといった様々な問題や

困難に直面している現状があります。 

  「障害者差別解消法」や「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」

が制定されたこともあり、障害特性や必要な配慮などに関する理解の促進を図るた

め、国及び県と一体となって周知・啓発を推進します。 

○ 小学生・中学生の時期から障害への正しい理解を深めるため、地域の小・中

学校と特別支援学校との交流ができるよう市教育委員会と連携します。 

○ 障害のある人に配慮した職場環境について、ハローワーク（公共職業安定所）

や相談支援事業所などを通じて、企業への理解促進に努めます。 

 

■ 養護者に対する支援の充実 

  「障害者虐待防止法」が施行となり、養護者・障害者福祉施設従事者・使用者な

どは、虐待が疑われた場合の通報義務が義務付けられました。養護者とは障害のあ

る人の介助をする家族などを指しますが、養護者が生活に困窮したり、養護者自身

に障害があったり、障害のある人本人だけではなく、養護者に対して支援が必要な

ケースもあります。虐待の予防という観点から、養護者に対しても必要な行政サー

ビスを提供できるように、肝属地区障がい者基幹相談支援センター・肝属地区障が

い者虐待防止センターなどと連携し、相談支援体制を充実させます。  
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２  生活支援 

 

＜現状と課題＞ 

障害のある人は心身の状態により、食事、排泄、入浴、服薬、外出など様々な生

活支援を必要としますが、障害のある人の生活を支えているのは、高齢化など様々

な困難を抱える家族であるという現状があります。このため、地域全体で障害のあ

る人や家族を支援する体制の充実が課題となっています。この課題を解消するため

に、行政、障害者団体、社会福祉協議会、民間福祉事業者、ボランティア団体、地

域住民などが連携しながら、それぞれの機能に応じて役割を分担し、地域で障害の

ある人の生活を支えることができる体制の充実が必要です。 

また、障害のある人の社会参加を促進させる取り組みとして、参加機会の確保を

図る必要があります。 

 
 障害のある人の自立した生活を支える体制の整備や障害のある人が住みなれた地域

で自立した生活が送れるよう、在宅支援の充実に努めるとともに、目的に応じた施設

整備、既存施設の活用などを図ります。 

 

 

  

２ 生活支援 

生活支援体制の整備 

障害福祉サービス等の充実 

地域生活支援事業の充実 

社会参加の促進 



鹿屋市障害者基本計画 

- 47 - 

 

第２部 各 論   第１章 各施策の基本的方策 

 

（１）生活支援体制の整備 

 

■ 相談支援体制の充実 

  肝属地区２市４町（鹿屋市、垂水市、東串良町、錦江町、南大隅町、肝付町）で

運営している「肝属地区障がい者総合相談支援センター」が、障害に関する総合窓

口として相談業務を行っています。平成27年４月に、肝属地区障がい者総合相談支

援センターを基幹相談支援センター（「肝属地区障がい者基幹相談支援センター」

に名称変更）へ移行し、相談業務を強化します。この肝属地区障がい者基幹相談支

援センターが中心となり、地域における複数の機関が分担して、以下のような機能

を担う体制（「地域生活支援拠点等」）を整備し、相談支援体制のさらなる強化を

図ります。 

① 地域生活への移行、親元からの自立などに係る相談 

② 一人暮らし、グループホームへの入居などの体験の機会及び場の提供 

③ ショートステイの利便性・対応力の向上などによる緊急時の受入対応体制

の確保 

④ 人材の確保・養成・連携などによる専門性の確保 

⑤ サービス拠点の整備及びコーディネーターの配置などによる地域の体制づ

くり 

  また、肝属地区２市４町で設置している「肝属地区自立支援協議会」や民生委員

などと連携し、地域の現状・課題の情報共有を行い、相談支援の提供体制の強化、

障害のある人及びその家族への支援体制の整備を図っていきます。 

  あわせて、地域の身近な課題解決や活性化に向けて、地域が一体となって取り組

む「地域コミュニティ」の組織づくりに努め、地域で支え合う体制を構築します。 

 

■ 施設入所者等の地域移行促進 

地域における居住の場として、グループホーム（共同生活援助）の充実を図ると

ともに、就労継続支援などの日中活動系サービスの推進により、施設入所や精神科

入院から地域生活への移行を進めます。 

また、居宅介護などの訪問系サービスを保障することによって、障害のある人の

地域における生活の維持及び継続を図ります。 

 

 

（２）障害福祉サービス等の充実 

 

■ 障害者総合支援法の推進 

  平成24年６月、障害者自立支援法に替わり、「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（通称：障害者総合支援法）」が制定され、障害の範

囲に130の難病が追加され、障害福祉サービスが利用可能となりました。平成27年１

月からさらに追加され、151疾患が対象となります。新たに支援が必要な難病患者へ

適切な障害福祉サービスが提供できるよう相談支援体制を充実します。 

  また、ケアホーム（共同生活介護）のグループホーム（共同生活援助）への一元

化、地域生活支援事業の追加など、障害のある人の地域社会における共生の実現に

向けた法整備がなされたことから、必要な支援が提供できるよう、関係機関、事業

所などと連携し、サービス提供体制を強化していきます。 
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■ 障害福祉サービスの充実 

  障害者自立支援法（現在は障害者総合支援法）の改正に伴い、サービスの体系が

大幅に再編されました。平成24年度から完全に新体系となり、サービス事業者は提

供量の確保だけではなく、質の確保が求められます。 

 

○ 訪問系サービス 

居宅介護（ホームヘルプサービス）、重度訪問介護、行動援護など在宅の障害

のある人へのサービスについて、適切な提供が図られるよう努めます。また、重

度障害者等包括支援についても提供可能な事業所と連携し、サービスの提供に努

めます。 

 

○ 日中活動系サービス 

就労移行支援、就労継続支援、自立訓練などの日中活動の場となるサービスに

ついて、事業所と連携し、利用者への適切なサービスの提供に努めます。 

また、短期入所（ショートステイ）の提供により、介護者の負担軽減を図りま

す。 

 

○ 居住系サービス 

グループホーム（生活共同援助）など居住の場となるサービスについて、事業

所の意向を踏まえ利用者に適切なサービスの提供が図れるよう努めます。また、

障害のある人の状態に応じて、施設入所支援を適切に利用できるよう、サービス

の提供に努めます。 

 

■ 福祉用具の給付等による利便性の向上 

  障害のある人の自立した生活を支援するために、身体的機能を補い、身辺の処理

や移動などの日常生活を容易にする補装具費の支給、日常生活用具の給付の充実に

努めます。 

○ 補装具費 

   補聴器、車いす、義肢・装具など  

○ 日常生活用具 

   特殊寝台、入浴補助用具、特殊便器、電気式たん吸引器、ストマ用装具、小規

模な住宅改修費用など 
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（３）地域生活支援事業の充実 

 

 「地域生活支援事業」は、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態によ

る事業を計画的に実施します。 

 

■ 移動支援事業の充実 

  障害のある人の社会参加を促進する観点から移動支援事業として、視覚障害者な

どへガイドヘルプ・外出支援（通院・買い物など）などのサービス提供に努めます。 

 

■ 地域活動支援センターの充実 

  地域において就労が困難な障害のある人や特別支援学校（養護学校）卒業後の在

宅生活を支援するため、地域活動支援センターでの基本的生活訓練、社会適応訓練、

作業指導・技術訓練などを行い、障害のある人の自立と生きがいを高めます。 

 

■ 意思疎通支援事業の充実 

  視覚障害者や聴覚障害者のコミュニケーションを支援するため、グループ活動な

どへの手話奉仕員・要約筆記奉仕員の派遣や広報誌の点訳・音訳を行います。 

 

■ その他の任意事業等の充実 

  障害のある人が地域での生活を支援するため、上記以外の必須事業のほか、様々

な任意事業などに取り組みます。 

 ○ 理解促進研修・啓発事業 

 ○ 自発的活動支援事業 

 ○ 相談支援事業 

   障害者相談支援事業、市町村相談支援機能強化事業、住宅入居等支援事業（居

住サポート事業） 

 ○ 成年後見制度利用支援事業 

 ○ 成年後見制度法人後見支援事業 

 ○ 手話奉仕員養成研修事業 

 ○ 訪問入浴サービス事業 

 ○ 日中一時支援事業 

 ○ 社会参加促進事業 

   スポーツ・レクリエーション教室開催等事業、点字・声の広報等発行事業、自

動車運転免許取得助成事業、自動車改造助成事業など 
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（４）社会参加の促進 

 

■ 移動手段の提供・経済支援 

  

○ 障害のある人が自動車のハンドル・ブレーキ装置などを改造する費用や免許取

得する費用の助成を行い、自動車を使用した社会参加活動を支援します。 

 

○ 障害者団体が県内でスポーツ交流、イベント参加する場合の交通手段の費用を

負担し、一層の社会参加を支援します。 

 

○ 重度障害者の移動支援については、通院、買い物などの日常の外出を支援する

ため、タクシーを利用した際の費用の一部を助成します。 

 

○ ＮＰＯなどの非営利法人が行う福祉有償運送について、制度の周知を行い、公

共交通機関だけでは十分に提供されていない介護輸送の補完を進めます。 

 

■ 文化・スポーツ活動等の推進 

  多様化する文化・スポーツ活動などを通じて、障害のない人との交流や仲間づく

りと作品の発表の場の提供を行い、障害のある人の文化・スポーツ活動などを支援

します。 

  また、一般のスポーツはもとより、車いす社交ダンスやニュースポーツと言われ

るキンボール（ＫＩＮ－ＢＡＬＬ）、フライングディスクなどの取り組みやすいス

ポーツ種目・レクリエーション活動の普及に取り組み、障害のある人の社会参加・

仲間づくりを支援します。 

 

■ 障害者団体の育成 

  各種障害者団体は、高齢化・メンバーの固定化が進むなど、様々な課題を抱えて

います。障害のある人の団体活動に参加する機会を確保するため、活動に意欲のあ

る有志による協会の設立を支援していきます。 
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３  生活環境 

 

＜現状と課題＞ 

障害のある人が地域で安心して暮らすためには、住みやすい住宅の確保と、障害

のある人の日常生活や社会生活における自由な活動を制約している様々な障壁を取

り除くことが重要です。そのために、ハード・ソフト両面からのバリアフリー化を

促進し、障害のある人が自分の意思で自由に行動し、社会に参加することができる

心豊かで住みよい福祉のまちづくりを、市民と一体となって推進していくことが重

要です。 

 

 誰もが、快適で生活しやすいユニバーサルデザインに配慮した生活環境の整備を推

進します。思いやりの心の醸成などソフト面と建物や道路といった公共的施設などの

バリアフリー化を促進し、障害のある人が自分の意思で自由に行動し、参加できる安

全で快適なバリアフリー空間の創出を図ります。 

 

（１）建築物等の整備 

 

■ 公共施設におけるバリアフリー化の推進 

  市役所庁舎、公民館、図書館、文化・スポーツ施設、公園など公共施設のバリア

フリー化を推進していきます。 

  また、病院や大型店舗などの民間施設についても、鹿児島県福祉のまちづくり条

例に準拠した整備について指導します。 

  

３ 生活環境 
建築物等の整備 

交通対策の推進 
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■ 住宅環境の整備 

  生活の拠点は住宅にあり、「障害者向け住宅」の整備促進は重要な施策です。今

後、障害がある人の構造・設備などに関するニーズに配慮した住宅の供給に努めま

す。 

  また、既存の住宅については、鹿屋市住宅マスタープランに基づき、障害がある

人の居住性向上のため、安全性とバリアフリーの確保に努めます。 

  障害のある人や高齢者が安心して快適に生活できるような住宅整備に配慮した、

鹿児島県の設計指針「鹿児島県福祉のまちづくり条例」について普及を図り、必要

に応じて住宅相談などを実施します。 

 

■ 居住環境の整備 

  障害がある人の専用居室の整備、居住水準の向上のための住宅改修を進めるため、

補助制度を実施します。 

  また、手すりや段差の解消など軽微な改修は日常生活用具給付制度を活用して経

済的負担の軽減に努め、住み慣れた地域で安心して生活できる住環境の整備を進め

ます。 

 

 

（２）交通対策の推進 

 

■ 道路環境の整備 

障害のある人の自立と社会参加を促し、生活圏の拡大を図るため、法令や各種ガ

イドラインなどに基づき、移動ニーズへの対策を講じます。本市では、障害のある

人や高齢者をはじめ、誰もが安全かつ快適に利用できる歩行空間の確保を図るため、

鹿屋市交通安全実施計画に基づき、整備に取り組みます。 

 

■ 交通安全対策の充実 

 

○ 障害がある人の交通安全の確保がはかられるよう車いす製作業者と連携し、用

具の適切な使用についての教育を進めます。 

 

○ 視覚障害者協会の意見をふまえた、視覚障害者用音響信号機が設置されるよう

鹿屋警察署と連携します。 

 

○ 電動車いす利用者に対する安全利用講習会を鹿屋警察署や鹿屋市交通安全協会

と連携し、実施します。  
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４  教育・療育 

 

＜現状と課題＞ 

障害のある子どもの障害の重度化を防ぐためには、早期発見から円滑に療育につ

なげていくことが重要です。そのため、近年の障害の重度・重複化や多様化の状況

を踏まえ、障害の種類や程度などに応じた、乳幼児期から一貫した教育や療育を行

うとともに、障害のある子どもやその保護者に対する相談支援の体制整備が必要で

す。 

学校教育においては、障害のある子どもが地域の中で自分らしく生活していける

よう、一人一人の個性を尊重し、それぞれのニーズを的確に把握するとともに、一

人一人の可能性を最大限に伸ばすことができる環境の充実が求められます。 

 
  

 関係機関が連携して障害の早期発見・早期療育の推進を図ります。 

 また、障害のある子ども一人一人のニーズや特性に応じ、きめ細やかな支援を行う

ため、乳幼児期から学校卒業後にわたって一貫して計画的に教育や療育が行えるよう、

相談支援体制の充実に努めます。 

 

 

（１）一貫した相談支援体制の整備 

 

■ 学校卒業までの一貫した相談支援事業の充実 

  肝属地区障がい者基幹相談支援センターを通じて、障害の種別に関係なく、幼児

期からの発達に関する保護者の悩み・心配事への相談に適切に対応し、児童生徒期

から成人としての就労期に至るまで保護者の心のよりどころとして継続したアドバ

イスができるよう支援します。 

  

４ 教育・療育 

一貫した相談支援体制の整備 

療育・教育環境の整備 

生涯学習 
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（２）療育・教育環境の整備 

 

■ 障害児保育等の充実 

○ 障害を有する乳幼児が保育所入所できる体制づくりを構築し、一般乳幼児とと

もに集団保育の機会を与えることは、障害のある子どもにとって健全な社会適応

を促進するためには重要な施策です。 

 

○ 関係機関が連携して障害の早期発見、早期療育の推進を図り、障害のある子ど

も一人一人のニーズや特性に応じ、きめ細やかな教育や療育が行えるよう支援体

制の強化に努めます。 

 

○ 放課後等デイサービスなどを通じて、昼間保護者がいない障害のある児童に生

活と遊びの場を提供します。 

 

■ 発達障害療育事業の推進 

発達障害療育事業において、就学前の聴覚障害・知的障害によりコミュニケーシ

ョン能力に支援が必要な児童に対し、言語聴覚士による療育訓練を実施し、保護者

の発達に関する悩みや相談に応じながら心理的・経済的負担の軽減に努めます。 

また、就学後は教育部門と連携し、鹿屋市ことばの教室／きこえの教室として通

級指導教室を実施し、聴覚障害などによりコミュニケーション能力に支援が必要な

児童の療育を行います。 

 

■ 発達障害のある人への支援 

  近年、ＬＤ（学習障害）・ＡＤＨＤ（注意欠陥/多動性障害）・高機能自閉症（知

的障害を伴わない自閉症）などの障害のある児童への対応が課題となっています。 

県はこども総合療育センター内に発達障害者支援センターを設置し、就学前の発

達支援から就労支援までライフステージに応じた支援を行っています。本市は、保

護者への障害に対する理解に努めるとともに、障害の程度が該当すれば、手帳取得

の奨励により、福祉サービスの提供に努めます。 

 

（３）生涯学習 

 

■ 生涯学習に参加しやすい環境の整備 

社会教育（生涯学習）の一環として各種講座が開催されていますが、会場の設備

（駐車場、トイレ、階段）に配慮し、参加しやすい環境での実施に努め、健常者と

同じ講座に参加できるよう努めます。 
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５  雇用・就業 

 

＜現状と課題＞ 

障害のある人がその適性と能力に応じて就職し、社会経済活動に参加すること

は、障害のある人自身の社会的自立と生きがいのある生活を送るうえで、重要な意

義を持っています。このため、一般就労はもとより、福祉的就労も含めたあらゆる

機会を通じた職域の拡大や多様な就労の場を確保することが重要です。 

また、障害のある人が安心して働ける職場環境にするため、行政、地域、企業な

どが連携・協力して、雇用の促進だけではなく、職場定着を図っていく必要があり

ます。 

 

 障害のある人の自立や社会参加の促進に向けて、それぞれ障害のある人の適性に即

した雇用機会の確保、並びに就労環境の整備を促進します。 

 障害のある人の雇用を進めるにあたっては、事業主などの理解と協力が必要なため、

障害のある人の雇用についての一層の啓発活動に努めるとともに、各種雇用支援制度

の活用や職業訓練の充実を推進します。 

 

（１）就労への移行支援 

 

■ 就労移行支援事業の推進 

 福祉施設サービス事業者などに対して、比較的軽度の障害のある人が就労移行支

援事業の取り組みによって、身近な地域で一般就労へ移行できるよう支援します。 

  また、障害のある人が身近な地域で就労移行支援を利用できるよう、就労継続支

援事業所に対して、就労移行支援事業所への移行を働きかけます。 

 

５ 雇用・就業 

就労への移行支援 

雇用の促進と定着 

福祉的就労の場の整備 
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■ 在宅障害者への就労支援 

  一般就労を希望する在宅障害者の意向や、その人の障害特性や得意分野などを十

分に把握した上で、企業への働きかけや問い合わせなどハローワークや障害者就業・

生活支援センターと連携し、障害のある人と企業などとの仲介を行うことにより就

業や職場定着を支援する活動を進めます。 

  また、事前に職業訓練が適切と判断された場合は、職業能力開発訓練校への入校、

職親委託による実践的職業訓練などの実施に努めます。 

 

 

（２）雇用の促進と定着 

 

■ 職場環境の改善 

  段差の解消など建物や設備をバリアフリー化し、障害のある人が働きやすい職場

環境とするよう事業者に対して働きかけ、職場環境の改善に努めます。 

  また、職場環境において、職場の理解、コミュニケーションや人間関係の調整、

精神的に安定できるスペースの確保などに配慮ができるよう、事業者へ協力を求め

ます。 

 

■ 障害者雇用率制度の活用及び障害者雇用の啓発 

  障害者雇用率制度は障害がある人の雇用促進策の根幹であることから、市内企業

に対して障害のある人の雇用を拡大するよう働きかけます。 

  また、「障害者法定雇用率」が平成25年４月に引き上げ（民間企業で1.8％から

2.0％に引き上げ）られ、障害のある人を雇用しなければならない事業主の範囲が、

従業員56人以上から50人以上に変わりました。その対応についてもハローワークと

連携を図りながら、企業への働きかけに努めていきます。 

  さらに、法定雇用率の適用されない中小企業などについても、鹿屋商工会議所と

連携し、障害者雇用について事業主により一層の理解を働きかけます。あわせて、

国の特定就職困難者雇用開発助成金や試行雇用(トライアル雇用)事業、市の鹿屋市

若年者等雇用奨励金交付制度の広報に努めます。 

 

■ 安心して働ける職場体制の促進 

  職場において、雇用差別など障害を理由とした人権の侵害を受けることがないよ

う、肝属地区障害者自立支援協議会などの関係機関と連携・協力し、情報交換を行

うことにより雇用の促進と定着に努めます。 

  また、雇用の定着については、就労後の追跡調査で現状把握を行い、関係機関と

連携して取り組みます。 

（肝属地区障害者自立支援協議会はたらく部会構成団体） 

   ・大隅地域振興局  ・各市町（福祉係、保健師、教育委員会）  

   ・ハローワーク ・就労移行支援事業所 ・就労継続支援事業所 

   ・特別支援学校進路指導部 ・おおすみ療育ネットワーク 

   ・肝属地区障がい者基幹相談支援センター ・その他職種、企業 
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第２部 各 論   第１章 各施策の基本的方策 

 

（３）福祉的就労の場の整備 

 

就労継続支援や地域生活支援センターの事業所と連携して、次の事業の活用を図り

ます。 

 

■ 就労継続支援事業の推進 

○ 就労継続支援事業Ａ型 

  一般企業などに雇用されることが困難な障害のある人のうち、就労継続支援Ａ

型事業所との雇用契約に基づき就労する者に対して、生産活動などの活動の機会

提供、就労に必要な知識・能力の向上のために必要な訓練、その他の必要な支援

を行います。 

（主な対象者） 

① 就労移行支援事業を利用したが、企業などの雇用に結びつかなかった人 

② 特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業などの雇用に結びつ

かなかった人 

③ 企業などを離職した人など就労経験のある人で、現に雇用関係がない人 

 

○ 就労継続支援事業Ｂ型 

  一般企業などに雇用されることが困難な障害のある人のうち、就労移行支援を

利用しても雇用に至らなかった人などに対して、生産活動などの活動の機会提供、

就労に必要な知識・能力の向上のために必要な訓練、その他の必要な支援を行い

ます。 

（主な対象者） 

① 就労経験がある人であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されるこ

とが困難となった人 

② 就労移行支援事業を利用した結果、Ｂ型の利用が適当と判断された人 

③ ①、②に該当しない人であって、50歳に達している人又は障害基礎年金

１級受給者 

 

■ アンテナショップの運営 

  施設や作業所で障害のある人が製作した「陶器」「竹細工」「装飾小物」など製

品の販売を促進するとともに、障害のある人が店舗で販売に従事するなど就労訓練

の場を兼ねたアンテナショップの運営について支援します。 

  また、障害者優先調達推進法に基づき、物品などの受注機会の増大を図ります。 
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６  保健・医療 

 

＜現状と課題＞ 

障害の原因となる疾病などの予防体制を確立するために、一次予防としての健康

教育、二次予防としての各種健康診査などによる疾病の早期発見、早期治療・療

育、三次予防としての医学的リハビリテーションを充実する必要があります。 

 また、障害のある人の高齢化が進む中で、生活習慣病予防の健康増進施策や介護

予防施策の充実など、障害の特性やライフステージに応じた適切な治療や指導、情

報提供などが求められています。精神障害については、社会生活からのストレスな

どが原因となっていることが多くみられ、身体だけでなく心の健康づくりも大きな

課題となっています。 

 
障害のある人に対して、適切な保健サービス、医療、医学的リハビリテーションな

どを充実するとともに、障害の原因となる疾病などの予防・治療が可能なものについ

ては、これらに対する保健・医療サービスの適切な提供を図ります。 

 また、精神障害者の人権に配慮した適切な医療の確保に努めるとともに、疾病及び

障害のある人に対する正しい理解と知識の普及を図ります。 

 

 
  

６ 保健・医療 

早期療育体制の整備 

成人の障害発生の予防と 
リハビリテーション 

精神保健・医療施策の推進 
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（１）早期療育体制の整備 

 

■ 早期発見・早期治療 

障害を予防するためには、妊娠期から、出産・乳幼児期までの一貫した母子保健

対策が必要です。 

 

○ 乳幼児期の不慮の事故を防止するために、乳幼児健康診査などの機会で防止対

策について、普及啓発を行います。 

○ 母子健康手帳交付時及びパパママ教室などでの保健指導、妊婦健康診査により、

障害の予防に関する知識の普及・異常の早期発見に取り組みます。 

 ○ 乳幼児健康診査（３か月・７か月・１歳６か月・３歳児・２歳児歯科）におい

て、医師による診察で身体的精神的な異常の早期発見に努めます。その後、乳幼

児精密検査で、専門医療機関を紹介し、早期治療につなげます。 

 ○ 発育・発達に関する事後相談として、７か月事後相談・親子教室・心理相談・

ことばの相談など、フォローの場を設定します。 

○ そのほか、県こども総合療育センターの主催で巡回療育相談・巡回相談があり

ますが、会場数が少ないのが現状です。適切な時期に専門機関を紹介できるシス

テムが必要です。大隅児童相談所に療育部門を設けるなど、引き続き要望してい

きます。 

 

■ 医療費の助成 

  重度の身体・知的障害のある人などに対し、医療費助成を行い、医療費の自己負

担額を助成します。 

 

■ 早期療育 

障害が発見されて、早期に療育が必要である対象者が、適切な時期に適切な療育

を受けることができるように、保健・医療・保育園・幼稚園・学校・療育機関・地

域が連携することが大切です。 

「肝属地区障がい者基幹相談支援センター」｢おおすみ療育ネットワーク」「患者

の会」などとネットワークを形成し、早期療育体制のシステムの整備に努めます。 

○ 療育ガイドブックを作成し、支援に活用します。 

○ 関係機関において、療育が必要な児童の情報共有を図ります。 

○ 保健師・理学療法士・保育士・教師などの、研修の場を設けマンパワーの育

成に努めます。  
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（２）成人の障害発生の予防とリハビリテーション 

 

■ ぴんぴん元気教室、地域リハビリテーションセンターとの連携 

○ 後天的な障害として、生活習慣病による、身体的な機能障害が増加しており、

特定健康診査などによる、異常の早期発見・早期治療に努めます。 

○ 健康増進センターや、鹿屋体育大学と連携し、市民の健康増進に努めます。 

○ 近年、交通事故などが原因の脳障害による認知障害で、高次脳機能障害の人が

増えています。若者や高齢者などの交通安全に関する知識の普及が大切です。 

○ 保健相談センターでのぴんぴん元気教室や、介護保険施設や医療機関での、リ

ハビリテーションの充実のために、「地域リハビリテーション広域支援センター」

と連携をとり、地域での専門相談の場やリハビリテーションのシステムを確立し

ます。 

○ 障害者歯科保健マニュアルの歯科保健に関する知識の普及と、治療を促進します。 

・ 障害者福祉マップの作成 

・ マンパワーの育成・研修会の開催 

・ 各リハビリ教室への講師の派遣 

・ 福祉用具の紹介 

・ 専門的な相談 
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（３）精神保健・医療施策の推進 

 

■ 心の健康づくり 
  近年、うつ病をはじめストレスに関連した「心の病」が増え、自殺者も増加して
います。「第２次鹿屋市健康づくり計画」に基づき、心の健康づくり対策を講じる
ことが必要です。 

 
○ 保健センターや保健所などでは、地域において心の悩みに関する健康相談日を
設置し、精神保健相談員や精神科医師などにより、市民が気軽に相談できる場を
提供します。 

 
○ 児童、思春期における心の問題に対応するため、学校へのスクールカウンセラ
ーの配置を促進し、子どもたちや教師へのカウンセリングや助言などを提供する
機会の充実を図ります。 

 
○ 中高年うつや産後うつなどに対応するため、スクリーニングを実施するなど、
うつ対策を中心とした自殺防止対策を講じます。 

 
○ 職場においては、職場不適応や心の病などに適切に対応するため、産業医・保
健師などの専門職を加えた職場のメンタルヘルス体制の確立を支援します。 

 
○ 高齢期に多い認知症の予防や早期発見・治療などを充実させるため、保健・医
療・介護保険関係者と連携を図りながら家族介護を支援します。 

 
○ 精神保健に関する正しい知識の普及や偏見差別をなくすために、「心の健康づ
くり講演会」「認知症予防講演会」を開催し、啓発を進めます。 

 
○ 十分な休養や睡眠が取れる生活を送るために、規則正しい生活やストレスの解
消方法などについて普及・啓発を図ります。 

 
○ いつでも気軽に相談できる体制の構築に向けて、個別訪問、各地区の健康相談
日に合わせた相談会の実施、電話・メールなどを使った相談など、関係機関と連
携した体制づくりを拡充します。 

 
■ 精神障害者に対する保健・医療施策 
  精神科の治療は長期間にわたり、老年期は身体疾患を併発する率が高く、退院し
てからの社会復帰が困難なケースが多くなっています。精神障害者は「病院から社
会復帰施設へ」「社会復帰施設から地域社会へ」という流れの中で、医療･保健サー
ビスを充実させていくことが必要です。 

 
○ 精神状態の急変または急性発症に対して、適切な治療を受けられるように精神
科専門病院や保健所など関係機関と連携を図ります。 

 
○ 精神障害者の社会復帰や自立を促すために、自主活動としてのデイケアや病院
デイケアに、市から専門スタッフの派遣や交流の場の提供を行います。 

 
○ 精神障害者が治療を中断し、症状が悪化することを防ぐために、保健所、医療
機関、肝属地区障がい者基幹相談支援センターなどと連携し、保健師などによる
訪問活動や、アルコール依存症の患者の会（ＡＡなど）への支援、精神障害者を
抱える家族の学習会への協力を行います。 

 
○ 精神通院にかかる医療費の自己負担額を一部助成する自立支援医療（精神通院
医療）について、窓口などで周知を図ります。 
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≪在宅療育システムイメージ図≫ 

乳幼児健康診査 
（３か月･７か月･１歳６か月･３歳児･２歳児歯科） 

未受診 

 受診勧奨 

異常なし 

事後指導（育児、栄養、歯科、心理、言語、発達） 
・ 母子相談      ・ ことばの相談会 

・ 育児教室           ・ 心理発達相談会 

・ ７か月児事後相談  ・ 親子教室 

・ 訪問指導 

 
外来診療、療育、専門的支援 
 

訪問看護 

 

言語聴覚訓練指導【鹿屋市発達障害療育事業】 

 
事業所通所による訓練・支援など【障害児通所支援事業】 
・児童発達支援 ・保育所等訪問支援 ・放課後等デイサービス 

  
障害児通所支援の利用計画など【障害児相談支援事業】 
  
相談総合窓口【障害者相談支援事業】 
  
鹿児島県障害児等療育支援事業 
・巡回による相談、指導【在宅支援訪問療育指導事業】 
・外来による相談、指導【在宅支援外来療育指導事業】 
・保育所等職員に対する技術指導【施設支援一般指導事業】 
  

きこえとことばの教室              など 

【身体面】       【精神面】 
乳幼児健診精密健診   精神発達精密健診、事後指導 

就学時 
健康診断 

精密検査 
（教育相談、心理検査） 

二

次

健

診 

一

次

健

診

 

療

育

・

相

談

な

ど

 

要精検、要医療 

・各医療機関  ・各療育機関 

・鹿児島県こども総合療育センター 
・発達障害者支援センター 
・大隅児童相談所 

障害児通所支援事業所 

障害児相談支援事業所 

・保育所、幼稚園、認定こども園 
・小・中学校特別支援教育 
・特別支援学校 

・おおすみ療育ネットワーク      ・鹿屋市手をつなぐ育成会   

・鹿屋市きこえとことばの教室親の会  ・鹿屋体育大学（心理） 

肝属地区障がい者 
基幹相談支援センター 

鹿屋市発達障害療育事業事業所 

・保育所 
・幼稚園 
・認定こども園 

 

就学相談 

出 生 

入院、在宅療養 

要指導、要観察 
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７  情報・コミュニケーション 

 

＜現状と課題＞ 

ＩＴの発達は、障害のある人の情報収集や発信を容易にするだけでなく、職域の

拡大、多様な社会参加の促進などに寄与することが期待されています。障害のある

人にとっては、その障害ゆえに様々な情報通信手段を利用する機会や情報通信技術

を習得する機会が十分でなく、大きな情報格差いわゆるデジタル・ディバイドが生

じています。このため、障害のある人がＩＴを利用する機会や修得する機会の確保

に努めるなど、情報格差の解消を図る必要があります。 

また、視覚障害者や聴覚障害者などコミュニケーションの方法に制約を受ける障

害のある人に対して、十分なコミュニケーション手段を確保するなど、障害特性に

応じた情報提供やコミュニケーション支援の充実が求められます。 

 
 障害のある人も障害のない人と同じように、ＩＴの発達の成果を享受できる情報バ

リアフリー社会の実現に向けた施策を推進するほか、障害特性に対応した情報提供の

充実を図ります。 

 

（１）情報バリアフリー化の推進 

 

■ 情報バリアフリー化の推進 

  ＩＴ講習会などの開催や、ボランティアなどによる情報機器の操作サポートの実

施を通じ、障害がある人のＩＴ利活用技術の向上を図ります。 

  国の特別対策事業を活用し、視覚障害者への情報提供支援を行うＳＰコードの公

文書への活用を検討します。 

  聴覚障害者の各種サービス利用手続きなどを支援するため、手話奉仕員の派遣の

充実を図るなど様々な方策を検討します。 

 

７ 情報・コミュニケーション 
情報バリアフリー化の推進 

コミュニケーション支援体制の充実 
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■ 市ホームページ等のバリアフリー化の推進 

  

○ 障害のある人に配慮し、文字拡大機能や音声読み上げ機能など市ホームページ

のアクセシビリティの向上を図ります。 

  

○ 広報かのやの点訳・音訳を行い、希望者への配布をすすめます。 

 

 ○ ＩＴ社会への積極的な対応は、障害のある人の在宅での就業や社会参加に新た

な役割を果たす可能性があります。民間事業所と連携した講習会などの開催や、

指定管理者による講座の実施を通じ、障害がある人のＩＴ活用技術の向上を図り

ます。 

 

 

（２）コミュニケーション支援体制の充実 

  

■ 障害の特性に配慮した情報提供 

  視覚障害者を支援する点訳・朗読奉仕員、聴覚障害者を支援する手話奉仕員・要

約筆記奉仕員について、養成講座の開催及び手話奉仕員・要約筆記奉仕員の派遣な

ど、障害の特性に配慮した情報の提供体制の充実に努めます。 

 

■ 障害に応じたコミュニケーション支援 

  日常生活用具給付事業（地域生活支援事業）により障害特性に応じた用具の給付

を行い、コミュニケーションを支援します。 

・拡大読書器  

・活字文書読上装置  

・点字ディスプレイ、点字器、点字タイプライター 

・情報受信装置  

・通信装置 

・点字図書  

・携帯用会話補助装置  

・人工喉頭 

・情報通信支援用具 

・ポータブルレコーダー     など  
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８  安全・安心 

 

＜現状と課題＞ 
近年の災害においては、自力で迅速な避難ができない障害のある人などに関する

避難誘導体制の整備や、障害のある人などに配慮した避難所運営のあり方が課題と
なっています。本市が平成26年10月に実施した障害者手帳所持者へのアンケート調
査においても、病気・災害などの緊急時の対応に不安や悩みを抱えている人が、前
回調査より相対的に増えていることから、行政だけではなく、一人暮らしなどの障
害のある人に対する地域の協力が求められます。 

 
障害のある人などを事故、犯罪、災害などから守るため、地域ぐるみの防災・防犯

体制の整備を推進します。 
また、特に被災時において迅速な避難行動が困難な障害のある人などを『災害時要

援護者』と位置づけ、障害のある人などが地域社会において安心して暮らせるよう町
内会長や民生委員、消防機関などと連携をとり、緊急時において心身の危険を回避す
る救助体制の確立を図っていきます。 
 

防災・防犯対策等の推進 

 
■ 防災対策の推進 
○ 防火知識の向上と災害時の的確な対応を図るため、障害がある人のいる家庭や
施設職員などの関係者に対して、防火教育・訓練を実施します。 
また、災害発生時に障害のある人に対して、適切に情報を伝達できるよう、民間

業者の協力を得ながら、障害特性に配慮した情報伝達の体制の整備を促進します。 
○ 火災発生の感知及び避難が著しく困難な障害がある人のみの世帯には、火災警
報器・自動消火器の給付を行い、生命や財産の安全を確保します。 

○ 火災などの緊急時に、地域住民による自主的な救出・援護活動などが実施でき
るための自主防災組織の活動を促進し、地域ぐるみの協力体制を推進します。 

 
■ 防犯対策の推進 

障害がある人などの生命と財産を悪徳商法やうそ電話詐欺などから守るため、民
生委員、消費生活相談員などと連携し、相談体制の構築を図ります。 
また、障害のある人の特性に配慮するため、肝属地区障がい者基幹相談支援セン

ターなどを通して相談体制を強化します。 
 
■ 地域での見守り活動 

地域の見守り隊や肝属地区障がい者基幹相談支援センターなどと連携を図り、一
人暮らや障害がある人への見守りを行います。 

８ 安全・安心 

防災・防犯対策の推進 
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９  行政サービス等における配慮 

 

＜現状と課題＞ 

障害のある人が日常生活を送るうえで、事物（通行しにくい通路、利用しにくい

施設、設備など）、制度（利用しにくい制度など）、慣行（障害のある方の存在を

意識していない慣習、文化など）、観念（障害のある方への偏見など）といった

様々な社会的障壁があります。障害のある人が障壁の除去を求めた場合、過度な負

担となる場合を除いて、障害のない人は合理的配慮をする必要があります。知的障

害や発達障害といった見た目では分かりにくい障害もあることから、障害特性を理

解したうえで、配慮することが求められます。 

 
障害のある人が適切な配慮を受けることができるよう、行政職員が障害及び障害の

ある人に対する理解の促進に努めます。また、障害のある人が権利を円滑に行使でき

るよう、選挙などにおける配慮を行います。 

 

行政機関等における配慮 

 

■ 行政職員の配慮・障害者理解促進 

障害のある人から障壁となっているものを取り除いてくれるよう依頼された場合、

障壁を取り除くことについて必要な配慮（合理的配慮）をする必要があります。本

市の窓口では、聴覚障害者に筆談で応じる配慮、視覚障害者に文字情報を読み上げ

る配慮、知的障害者に分かりやすく話す配慮など、一人一人の障害の状況に応じた

対応を心がけます。 

また、障害のある人が障害のない人と同じように行政サービスを利用し、日常生

活を過ごすことができるよう、関係部署の連携を通して、本市職員が障害に対する

理解を深めます。 

 

■ 選挙等における配慮 

  選挙や本市窓口において、聴覚障害者だけではなく、知的障害や発達障害のある

人が意思表示できる工夫をし、安心して手続ができるよう配慮します。また、市広

報誌や市ホームページなどを活用し、障害特性に応じた情報提供の充実に努めます。 

  さらに、移動が困難な障害のある人については、移動支援事業などを通して、日

常生活を支援します。 

９ 行政サービス等における配慮 

行政機関等における配慮 
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第２部 各 論   第２章 計画の推進体制 

第２章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制整備 【計画（Plan）】 
  障害のある人やその家族などに対する各種サービスの充実を目指し、庁内の保

健・福祉・医療・教育・雇用・まちづくりなどの関係課の連絡調整や関係機関との

連携をより一層強化するとともに、行政の枠にとらわれず関連する組織との連携を

図り、計画の推進体制を整備することとします。 

 

２ 事業実施及び計画の進行管理 【実行（Do）】 
  策定した計画の内容を踏まえて、目標達成に向けて施策を推進していきます。ま

た、新しい計画の周知を図ることや、評価のために実績把握のための準備などを行

います。 

 

３ 計画の点検・評価 【評価（Check）】 
  本計画を着実に推進していくため、障害者基本計画策定委員会において施策の進

捗状況を把握します。また、事務局となる福祉政策課が実施結果のとりまとめを行

い、計画全体の進捗状況について把握していきます。 

 

４ 計画の見直し 【改善（Act）】 
  計画期間中においても、障害がある人のニーズの多様化、社会経済状況の変化な

ど本市や障害のある人を取り巻く状況の変化により、計画の見直しが必要とされる

ときは、国や県の動向を踏まえ、必要に応じた計画の見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜計画の見直し＞  
○住民・行政・事業者の視点から 
見える課題の把握 

○計画の見直し など 

改善（Act） 

＜計画の推進体制整備＞ 
○基本理念・重点的視点の検討 
○現状把握、実態調査 
○具体的施策の検討 など 

計画（Plan） 

＜事業実施及び計画の進行管理＞ 
○事業の実施 
○施策の推進 など 

実行（Do） 

＜計画の点検・評価＞ 
○事業の実施の実績把握  
○施策の推進の実績把握  など 

評価（Check） 
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策定委員会 

１  策定委員会設置要綱 

 

鹿屋市障害者基本計画策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 障害者基本法に基づく障害者の自立と社会参加の支援に関する障害者基本計

画等の策定及び推進を図るため、鹿屋市障害者基本計画策定委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

(１) 障害者基本計画の策定に関する事項 

(２) 障害福祉計画の策定に関する事項 

(３) その他上記の計画の推進に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 25 名以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 障害者福祉団体の関係者 

(２) 保健・医療関係者 

(３) 教育関係者 

(４) 福祉関係者 

(５) 学識経験者 

(６) 福祉ボランティア 

(７) 市民公募による者 

(８) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて会長が招集し会長が

議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 議長は、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、説明又は意見を

求めることができる。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、また、同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、保健福祉部福祉政策課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 20年３月 25 日告示第 25号） 

この要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。 
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２  策定委員会名簿 

 

＜鹿屋市障害者基本計画策定委員会 名簿＞ 

№ 委員区分 所         属 職種・資格等 氏 名 

1 福祉団体 串良町身体障害者連絡協議会 会長 宮ヶ原 良雄 

2 福祉団体 鹿屋市手をつなぐ育成会 会長 花木 正利 

3 福祉団体 肝属地区精神障害者福祉促進の会 会長 小蓬原 昭雄 

4 福祉団体 NPO 法人 ﾜｰｶｰｽﾞｺｰﾌﾟゆらおう 代表 横峯 真由美 

5 福祉団体 NPO 法人 愛あいネット 代表 柳井谷 昭平 

6 福祉団体 鹿屋市民生委員児童委員協議会 会長 渡辺 正人 

7 保健医療関係 鹿屋市医師会 医師 小倉 修 

8 保健医療関係 保健師又は看護師 保健師 原田 雅子 

9 市民団体 鹿屋市町内会連絡協議会 会長 串田 輝男 

10 教育関係 鹿屋養護学校 校長 迫 武仁 

11 雇用関係 鹿屋商工会議所 総務課長 茅島 健一 

12 雇用関係 ハローワーク（鹿屋公共職業安定所） 上席職業指導官 内田 輝隆 

13 雇用関係 太平温泉 専務 有園 スミエ 

14 福祉関係 肝属地区障がい者総合相談支援ｾﾝﾀｰ(身体) 社会福祉士 前田 富美子 

15 福祉関係 肝属地区障がい者総合相談支援ｾﾝﾀｰ(知的・児) 社会福祉士 江之口 博行 

16 福祉関係 肝属地区障がい者総合相談支援ｾﾝﾀｰ(精神) 精神保健福祉士 神田 康子 

17 福祉関係 障害者支援施設 桜町学園 施設長 指宿 興一 

18 福祉関係 障害者支援施設 陵北荘 施設長 平田 いつみ 

19 学識経験者 鹿屋市社会福祉協議会 会長 浜田 保 

20 福祉ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ  福祉専門学校経験 前原 和彦 

21 市民公募  保健師 小牟田 ミドリ 

22 市民公募  在宅就労企業経営 下平瀬 哲郎 

23 市民公募  介護経験 横山 ひとみ 

24 市民公募  診療情報管理士 大久保 力 

25 市民公募  理学療法士 橋元 直也 
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第３部 資 料 編   策定委員会 

３  策定委員会開催経過 

＜鹿屋市障害者基本計画策定委員会 開催経過＞ 

区 分 開 催 日 主 な 内 容 

第１回 平成26年12月25日 

（１）計画策定について 

◆ 策定委員会スケジュールについて 

◆ 計画の概要（障害者基本計画・障害福祉計画） 

◆ 障害福祉計画の目標値設定、サービスの見込量 

 

（２）パブリックコメントの実施について 

第２回 平成27年２月17日 

計画（案）への意見反映について 

◆ 委員からの意見反映 

 ◆ 実態調査（アンケート調査、ヒアリング調査）

からの意見反映 

 ◆ パブリックコメントの意見反映 

第３回 平成27年３月16日 

（１）計画（最終案）への意見反映について 

◆ 第２回策定委員会の意見反映 

 ◆ パブリックコメント（第２回策定委員会で調整

中）の意見反映 

 

（２）計画（最終案）の承認について 
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